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1.は じめ に

独 連邦 雇 用 庁 が発 表 した1997年12月 の失 業者 数 は452万2千 人 で,前 月 に

比 べ約20万 人 増加 した。 失 業率 は1L8%で,前 月比0.5ポ イ ン ト上 昇 した。

400万 人 台 の失 業 者 数 は13ヵ 月連 続 とな った。この結 果97年 の平均 失 業者 数

は前 年 に比 べ41万9千 人 増 え438万5千 人 とな り戦 後 最 悪 の記 録 とな った。
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ドイ ツの雇用情勢 は9月 ・10月 はや や改善 して い たが
,11月 に再 び430万 人 台

に増 え,悪 化 が懸念 され て いた。12月 の失 業 者 数 は旧西 独 地 区 が306万4千 人

で,失 業 率9.9%,旧 東 独 が145万6千 入 ,同19,4%で}東 西 と も悪 化 して い

る。

1990年11月 の東 西 ドイ ッ統 合 後 の経 済 成長 の低迷 の もとで
,1996年 後 半 以

降 は企 業 レベ ル で見 る と収 益の改善 も見 られ るようにな って きたが ,雇 用 に関

して は悪 化 の一 途 を た ど り,と う と う第2次 世 界 大 戦 前 の1930年 代 前 半 と並

ぶ 失 業水 準 に達 す る ことにな った。 旧東 ドイ ッ地域 の高失業率 はあ る程度予測

で きることだ ったが,旧 西 ドイ ッ地域 の失 業 率 が9 .9%と2桁 台近 くにな った

こ とは注 目 に値 す る ものであ る。 これ は欧州連 合(EU)全 体 の平 均 失 業 率 に近

い水 準 で あ りyこ の よ うな大 量失 業 を景気 循 環 だけによ って解 消す ることは困

難 である。

新 たな雇用機会を生 み出すには,産 業構 造 を転 換 して高 度 化 す る必要 がある

ことは言 うまで もない。 ドイッの製造業 は本来 強 い国際競争 力を持
って いる

が・ 日本 やアメ リカに大 き く差をつ け られて いるハイテ ク分野 を拡充す るとと

もに,経 済 の ソ フ ト化 ・サ ー ビス化 へ の対応を急 ぐ必要 があ る。 この ような産

業構造 の転換 をEUの 経 済 通貨 統 合 の プ ロセ スで も続 けなければな らないのが

ドイ ツ経済が直面 している現状 であ り,今 後必 要 な こ とは技術 革 新 を通 じて環

境や情報通信な どの新 しい産業分野の需要 を生 み出す ことがで きるよ うな産業

政策 を展開す ることである。

ドイツで は1980年 代 か らテ ク ノ ロ ジー セ ンター や イ ノベ ーシ ョンセ ンター

建設が盛ん にな ったが,こ れ は重 工 業 の衰 退 で失 業 率 が 高 くな ったため
a雇 用

を創 出 す る新 産 業 を興 す必 要 に迫 られて いたか らで あ る
。 テ クノロ ジーセ ン

ターなどは科学技術研究を促進す る仕組 み と して注 目を集 めたが
,ア メ リカや

日本 に お け る サ イ エ ンスパ ー クと ほぼ同 じよ うな機 能 を果 たす もので ある
。

ル騨一ル地域 を抱 えるノル トライ ン ・ヴェス トファー レン州(NRW)に は
,こ の

よ うな産業 構 造 の転 換 を受 けて,イ ンキ ュベ ー シ ョンル ー ムや ス ター トア
ップ

ルームな どを提供す る60数 ヵ所 の テ ク ノ ロ ジーセ ンターが点在 して いる
。
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連邦 国家 である ドイツで は,産 業構 造 の転換 に対応 す る ため の産業政策 は連

邦 レベルで実施 され るよ りも,バ ーデ ン ・ヴ ュル テ ンベ ル グ州(BW)やNRW

州 な どに典 型 的 に見 られ る よ うに,伝 統 的 に州 政 府主 導 に よ る政策 によ って活

発 に推進 されて きた。経済 の グローバ ル化 が進 む と ともに,ヨ ー ロ ッパ 統 合

(EUの 成立)に よ って これ まで の国民 国 家 の役割 が相対的 に小 さ くな る中で,

ヨー ロ ッパ で は中間政 府(MesoGovernment)の 役 割 が注 目 され るよ うにな っ

て きた。中間政府 とは,中 央政 府 と基 礎 自治 体(一 般的に市町村)の 中間 レベ ル

に あ る政府 の こ とを指 すが,イ タ リァ,フ ラ ンス,ス ペ イ ン,ベ ル ギ ー,ポ ル ト

ガ ル な どの よ うに全 く新 た に地域 レベルの政府を作 った場合 とノル ウェー,ス

ウ ェー一デ ン,デ ンマ ー ク,イ ギ リスな どの郡 や ドイ ツの い くっかの州(Lander)

の よ うに これ まで の中 間 レベ ル の政府 を一新 し,強 化 した場 合 が あ る。

いず れ に して も,各 国 に お いて この よ うに中 間 政 府 が台頭 して きた背景 に

は,経 済 統 合 の動 きな どが強 ま る中 で,リ ー ジ ョナ リズ ムが 大 きな役 割 を担 う

必要 があ ることが認識 され るよ うにな って きた ことがあ る。 ヨー ロッパ におけ

る このよ うな中間政府 の台頭 は,い くつか の ヨー ロ ッパ諸 国 に と って は初めて

経験 す る最 もラジカルな制度的な革新 のひとつであ り,そ の基 本 的 な意 味 は最

適 な規 模 と最適 な行政 区域"anoptimumscaleandanoptimumterritorial

jurisdiction"を 模索 す るため の政 府 レベル の構造調整で ある(Sharpe,1993)。

経 済 の グ ローバ ル化 に よ って,リ ー ジ ョナ リズ ムの存 在意 義 が薄れる ことはな

く,逆 に グ ローバ ル な経 済活 動 が展 開 され ることによ って リー ジョナ リズムの

役割 は大 き くな って きたのであ る。

ヨーロ ッパ統合 と リー ジ ョナ リズムの動 きは,西 ヨー ロ ッパ で形成 され た国

民 国家 に対す る双子 の挑戦 と しての意味を持 っている。 ヨーロ ッパ統合 は,経

済 的 な論 理 政 治 的 な論 理,そ して そ れ らの論 理 を結 び付 け る理論 に基づいた

ものであ った。一方,リ ー ジ ョナ リズム は,国 民 国家 の ニ ー ズ とそ れ に対 す る

外 的な圧力への反応であ り,ま た,文 化 的,歴 史 的 な ア イ デ ンテ ィテ ィの 主張

へ の応答 と して ヨーロ ッパで は促進 されて きた もので ある
。政治における地方

分権的 な動 きが加速 され るとと もに,統 合 された ヨー ロ ッパ市 場 の 出現 によっ
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て,国 境 を超 え て 自由 に移動 す る企 業投資 に対す る競争 は激化 してお り,中 央

政 府 は この事 態 を次 第 に コ ン トロールで きな くな って きた。 そのよ うな中で,

市 場 原 理 に基 づ くヨmッ1¥° の経 済 統 合 の理 念 と連 帯 や福 祉 に基づ く社会政策

的な理念の間の対 立を最 も敏感 に感 じ取 って行動 したのは,実 際 に は地 域 レベ

ルあ るい は中 間 レベルの政府で あった(Keating,1993)。

経 済 の グ ローバ ル化 が進 む こ とによ って,地 域 経 済 や地 域 政 策 の役割 を再評

価 し,地 域 ガバ ナ ンス(統 治)の あ り方 を再 検 討 す る こ とが 今 日では中間政府 の

台頭の もとでの大 きな課題 とな って きた。企業 に とって も,地 域 別,国 別,あ

るい は経 済 圏別 の違 いが 存在 す ることは,グ ロー バ ルな経 営 戦 略 を展 開 す る上

で非常 に重要 な戦 略上 のポイ ン トである。 グローバルな経営戦 略 とは,世 界 的

な枠 組 み の中で 地域 別 の客観 的な条件の違 いを比較優位 と して活用 しよ うとす

る企業組織 の戦略(Braczyk,etai.,1996)の ことで あ り,EU統 合 の もとで 中 間政
2)

府の役割が変化 して きた ことは このよ うな点か らも理解す ることがで きる。

地域 ガバナ ンスの形態 とい うもの は,そ の地 域 の依 って 立つ政 治,経 済,社

会 的 な条 件 や歴 史的 な背 景 な どによって違 っているが,BW州 とNRW州 に お

け る政 策 上 の経 験 は,経 済 の グ ローバ ル化 が進 む中 で の中間政府 や リージ ョナ

リズムの役割 を検討す る上で極 めて有益 な示唆 を与えて くれ る。BW州 は メル

セ デ ス ・ベ ンッ社 に代 表 され る自動車産業,機 械 産業,ハ イ テ ク産 業 な どの集

積 が進 ん で い る地域 であ り,州 政 府 の経 済 政策 や産 業政 策 な どは市場重視の政

策理念 の もとで形成 されている。一方,NRW州 に は1960年 代 まで は石 炭 産 業

と鉄 鋼 産 業 に よ って世界有数 の工業地域 を形成 していたルール地域 が立地 して

お り,産 業 構 造 の転 換 の もとで,1960年 代 か ら中央 集 権 的 な政 策 理 念 を重視 し

た産業政策が進 あ られて きた。 この ようにその依 って1L_つ 理念 の違 い に よ って

政 策 的 な対 応 には顕著 な違 いが生 まれた。

ドイッの連邦 システムの もとでは,各 州 政府 が政 策形 成 に大 きな役 割 を果た

して いる。 た とえば,NRW州 に と ってそ の伝 統 的 な産 業 構造 を転換 して,よ

り将 来性 の あ る市場 ニ ー ズに対応 した産業 を創出す ることが産業政策の重要 な

課題 である(HeinzeandHilbert1994)が,支 配 的 な社 会 民 主党(SPD)の 政策 理
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念が現実の政策形成にも色濃 く反映されているのも事実である。NRW州 政府

は1987年 か ら州内の15地 域 に産業政策上 の実質的な権限を委譲することに

よって,産 業政策を分権化 しようという取 り組みを始めた。産業政策の分権化

を通 じて,NRW州 はその政策形成 プロセスに地域 の関係者を組み入れること

を組織的に試みた。NRW州 政府 は連邦政府やEUと 協力 し提携す ることに

よって産業構造の転換に対応する政策を分権的に進めてきたが・産業政策の分

権化の試みがその狙い通 りに成功 したかどうかは十分に検証する必要があるだ

ろう。特に,科 学技術政策や技術移転などの分野ではそのような分権的な政策

が十分に効果を上げているのかどうかは疑問である。

そこで本稿では,NRW州 とBW州 を事例 として,産 業構造の転換のもとで

の ドイッ州政府の産業政策の実態を検討することで,中 間政府や リージョナ リ

ズムの役割を明 らかにすることにしたい。具体的には,第2章 では,ド イッ経

済 のグローバル化の もとでのNRW州 の地域産業政策の特徴や役割を明 らか

にす る。一方,第3章 では,科 学技術政策 とリー一ジョナ リズムの関係をNRW

州 におけるテクノロジーセンター事業を通 じて検討す る。第4章 では,BW州

の産業政策の概要や特徴などにっいて明 らかにする。最後に結論 として,リ ー

ジョナ リズムの役割を整理することにしたい。

2.NRW州 の産業構造転換 と地域産業政策

(1)NRW州 の概 観 と産業 構 造 の特 徴

オ ラ ン ダや ベルギ ーと国境 を接 す るNRW州 は人 口約1780万 人 で,ド イ ツ

の 中 で も っと も都市 化 の進 んだ地域 であ るとと もに,ル ール地域 が立 地 して い

る ドイ ッ最大 の工業 州で ある。 ルール地域 は19世 紀 半ば か ら石炭 と鉄鋼 を基

幹 産 業 と して発 展 して きたが,1960年 代 以 降,産 業構 造 の転換 の も とで石 炭 や

鉄 鋼 な どの産業 の衰退 は著 しか った。1980年 の時点 で も,NRW州 の主 要産 業

ク ラス ター と して は化学,自 動 車 とと もに鉱 業(石 炭)や 鉄 鋼 が入 って いた が,

今 日で は競争 力 を失 った石 炭 や鉄鋼 に替 わ って メデ ィア ・情報通信産業 や環境

保全産業が0躍 成長 産 業 と して登 場 して きた。今 日では石油化学,機 械}電 機,
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表1NRW州 に関する経済 データ

指 標 NRW州

1980年 1993年 1994年

州の人口 17,044,0ao 177,220,QOO i7,78soao
労働力人口 8,948,4DO 7,515,700 7,412,70p

部門別の労働力人口

*第 一次産 業
171,200(2.5%) 137,800(1.8%) 141,400(1.9%)

*第 二次産業 3,3fi2,100(48.4%) 3,099,340{41.3%)
一

2,992,900(39.7%)
*第 三次産業 3,415,100(49.1%) 4,278,5pO(56.9%) 4,328β00(58、4%)
失業率 4.6% 9.&% 10.7%

労働者1人 当りのGDP(DM) 56,444 gs,4a1
}

1Q1,449

輸出の割合 24.4% 25.5% 2fi.7%
輸入の割合 29.1% novalue

}

32.1%

直接投資

*海 外からのNRW州 への投資(10億DM)
17.6 novalue 54.6

ア メ リカ
5.2

～

14.0
オ ラ ンダ 3.6 U.0

日 本 1.2 6.5

イ ギ リス
LO 5.9

ス イ ス
1.4 4.0

フ ラ ンス 1.5 3.8
ベ ルギ ー ・ル クセ ンブ ル ク

1.2 2.4

*NRW州 か ら海外への投資(10億DM)
21.8 76.1

ア メ リカ
4.4 22.1

ベル ギ ー ・ル クセ ンブ ル ク
2.9 10」

フ ラ ン ス
1.8 5.5

イ ギ リス
1.1

5.5

オラ ンダ 2.4 5.5
ス イ ス

1.3 3.4

主要産業 クラスター 化 学 工 業 化 学 工 業

自 動 車 産 業 自 動 車 産 業

鉱 業 メディア・情報圃誰 業

鉄 鋼 業 環境 保全 産 業
出 典:LDS-Statistics,LAA-Statisticsに よ り 作 成
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表2NRW州 の就業 構造 の変化(1950-1991)1

195Q1961197019871991

1000%1000%1000%1000%1000%

農 業 ・林 業 ・漁 業67411.74736.62423.51382.01441.9

製 造 業3,11254.24,00156.23,73953.83,02043.63,18242.5

商 業 ・ 運 輸 業961・16.71,25917.71,28518・51・22517・71・35018・0

そ の 他 サ ー ビ ス 業99817.41,38419.41,69024・32・55136・82・80637・5

合 言+5,7451007,tag1006,9571006・9331007・483100

1国 勢調査の最終結果

2金 融 ・保険を含む

出典:St。ti、tischesJ・h・bu・hN・・d・h・in-Westfal・n1953,1962,1972,1989,1992

電 子,食 品 加 工 な どの産業 の成長 も著 しく,化 学,機 楓 自動 車 はNRW州 の

主 要 な輸 出産 業 とな って い る。

統 計 デ ー タに よれ ば,NRW州 は ドイ ッ の 人 口 の22%,製 造 業 就 業 者 の

20%,工 業 生産 の約27%,輸 出総額 の23%を 占めて お り・1992年 のGDPは 韓

国,香 港,タ イの3ヶ 国 を合 わ せ た もの とほぼ 同 じ規模 である。NRW州 の第2

次産 業 就 業 者 の構成 比 は1970年 の53。8%か ら1994年 の39.7%に 低 下 したが,

依 然 と して ドイ ッ全 体 の平 均 よ りも高 い割合 を維持 してい る。なお・同年 の第

1次 産業 就 業 者 の構 成 比 は1.9%,第3次 産 業就 業 者 の構成 比 は58.4%と な っ

て い る(表1,表2参 照)。 ドイ ッの大 企 業 トップ500社 の うち約30%がNRW州

に本 社 を置 いて い るが,中 小 企 業 の集 積 も大 き くそ の輸 出競争力 は強 い。 州都

ジュ ッセル ドル フには日本企業 の進出 も多 く,日 本 人 の居 住者 は1万 人 を超 え

て い る。

海 外 か らのNRW州 へ の直接 投 資 は約546億DM(1994年)で,1980年 の176

億DMと 比 べ て約3.1倍 の規模 にな って い る。投 資 額 は アメ リカ・オ ランダ・

日本,イ ギ リスの順 にな って い る。 一 方,NRW州 か ら海 外 へ の投 資 は761億

DMで,1980年 の218億DMと 比 べ て約3.5倍 の規 模 にな ってお り・投 資 先 と

して はアメ リカ,ベ ルギ ー ・ル クセ ンブ ル グ,フ ラ ンス,イ ギ リス,オ ラ ンダ

の順 に な って い る。海 外 への投資の方が金額的 に大 きい と言って も・海外 か ら

の直接投資 が約72%の 規 模 を持 って い るの で 日本 と は根本 的 に条件 が異 な っ
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ている。

これ らの統 計 デー タか らNRW州 の経 済 的 なパ フ ォ ー マ ンス は なか なか良

好で あるよ うに見え るが・その失業率 は1・ .7%(1994年)で,ド イ ツ全体 の失 業

率 よ り も高 く・ 経 済成 長 率 も高 くな いのが実 態 で あ る
。 その原 因 と して は,

ル ー ル地域 の産 業 構 造 の転 換 や 復興 に関 す る諸問題 がNRW州 全 体 の 経 済 指

標 に マイ ナ スの影響 を与 えている ことがあ る。 た とえば,製 造 業 に関 す る雇 用

統 計 の デ ー タによれば,NRW州 の雇 用 増加 率 は ドイ ッ全 体 の増 加率 よ りも低

い ことが明 らかになっているが,こ れ はル ー ル地域 に お け る失 業 問題が大 きな

要因 とな っている。

NRW州 の近 年 の失業 率 はだ いた い約10%程 度 で推移 して い るが
,ル ール地

域 だ けを取 り出 して見 る と,そ の失 業 率 は15%ま で上 昇 す る
。製造 業 就 業 者 は

1960年 を100と す る と,1993年 に はNRW州 で約68,ル ー一ル地 域 で約50と

な って お り・ 石 炭 や鉄 鋼 の長 期 的 な衰退 によ って地域が いかに困難 な状況 に直

面 して きたのかがよ く分 か る。同様 に,社 会 保 障 に加 入 して い る就 業 者 の割合

もルール地域が足 を引 っ張 る形 で,ド イ ッ全 体 と比 較 してNRW州 の割 合 を低

下 させ て い る(図1,図2参 照)。

この よ うに構 造 的 な産 業 衰退 に直面 して きたルール地域で は雇用問題が極 め

て深 刻で あるが,工 業 集 積 度 の高 い ル ー ル地 域 は
,人 口 や工 業生 産 額 の点 で

NRW州 の1/3を 占 め て い る と と もに,今 日で も産 業構 造 に石 炭 産 業 と鉄鋼

産業 の影響 力が根強 く残 って いる。 旧西 ドイッ地域 の石炭 と鉄鋼生産 の2/3

は依 然 と して ル ー一ル地 域 で行 われてい る。石炭産業や鉄鋼産業 の就業者数 は今

で は20万 人 以Fに 減少 して しま っ たが,ル ー ル地 域 の製 造 業 は今 日で も石炭

産業や鉄鋼産業 の伝統的 な生産 ネ ッ トワー ク,生 産 概 念,生 産 体 制 な どの影 響

を強 く受 け続 けてい る(Heinze,etaL ,1995)。

この よ うなNRW州 の深 刻 な労 働 市 場 の状 態 が政 治 的 な関心 を高め
,1960

年 代 か ら州政 府 に と って産 業 政 策 が政策 と して優先順位の高い ものにな った。

この点 で・既存 の企業に新規事業へ の参入 を促す ための施策への必要性が高 ま

り,ル ー ル地 域 にお い て は構 造 不 況 の直中にある石炭 ・鉄鋼関連 の中小企業 の
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図1製 造業 就業 者の変化(西 独,NRW州,ル ール地域)

出典:LDS,StatistischesBundesamt;1960年 か ら1976年 まで は従業員規模10名 以 ヒの企業を

対象,1977年 以降 は従業員規模20名 以}二の企業が対象。

図2社 会 保 障 加 入 者 の 変 化(西 独,NRW州,ル ー ル地 域)

出 典:LDS,StatistischesBundesamt;各 年 の デー タは12月31日 現 在 の もの(た だ し1993年 の

み6月30日 現 在)

●
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多角経営化の二〇ズも強 くなった。NRW州 の製造業は高度な技術基盤を持
っ

ているが,同 州にとっての問題は高度な技術基盤が伝統的かっ衰退 しっっある

産業に集積 していることであった。

そのため・NRW州 の産業政策にとっては,製 造業全体を構造転換 させてよ

り将来性のある市場に対応できるように,産 業構造の高度化を図ることが主要

な課題として理解 されてきた。このようなことが背景になって
,産 業政策を推

進 していく上で企業間のネッ トワーク形成 も重要な課題 と考え られるように

なってきた。

(2)NRW州 にお ける産 業政 策 の動 向

NRW州 に お け る産 業 政策 は,1968年 の 「ル ー ル開発 計 画」(theDevelopment

ProgrammeRuhr)か ら1980年 代後 半 以 後 の 「産 業 政策 の分 権化」(th
eRegiona-

lizationofStructuralPolicy)に 至 るまで約30年 近 くの歴 史 を持 ち
,ド イ ッに お

け る州 政府 主導 の産 業 政策を リー ドして きた。NRW州 政 府 で は,産 業政 策 の

こ とは公式 に は"構 造政 策"と 呼 ば れて い るが,産 業政 策 と構造 政 策 とい う用

語 を 同義語 と して使肌 ている もので あ3).NRW州 の産 業 聯 帥 心 的 な関

心 は,各 地 域 にお いて均 衡 あ る生 活環 境を創 り出 し維持 す ることにある
。 ルー

ル地域 は,ド イ ッの産 業革 命以 来 ,ド イ ッの経 済成 長 の牽 引車 の役 割を1世 紀

以 上 の間 果 た して き たが・1960年 代 に な って過 去 にお い て ドイ ツ経済 を牽 引

し,経 済 的 な成 長 を もた ら した石炭 産業 と鉄鋼産業 に依存す るという産業構造

の あ り方 自体 がNRW州 経 済 だ けで な く ドイ ツ経 済 に と って も重 い負 担 に

な って きた。

その当時,連 邦政 府 は石 炭 産 業 や鉄 鋼 産業 の産業競 争力 の低下 に対 して具体

的 な政策対応 を行 うことがで きなか ったので,州 政府 に よ る積 極 的 な対 応 が必

要 で あ るとの声 が強 ま った。 ドイッの連邦制度 の もとで はa連 邦 政府 と州 政府

との間 に権 限,責 任,財 源 にっ いて の比 較 的 明確 な役割分担が存在 している
。

ドイ ツ連邦共和国基本法第70条 第1項 で は,基 本 法 が連 邦 に 立法 権 を 与 え て

いな い限 り州政府が立法上 の権 限を保持 す ること
,第2項 で は,連 邦 と州 の管
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轄権の範囲 は,専 属的立法 と競合的立法に関する規定に従 って,区 分すること

が明 らかにされている。言 い換えれば,経 済法などの競合的立法の領域におい

ては,連 邦がその立法権を行使 しない限 り,基 本的な立法権 は個々の州政府の

権限と考え られ4).ド イッの政治形態 は,地 域 レベル(特 に州レベル)に お1ナる

強力な参加 と自己調整の手続 きということによって特徴づけられるものである

{Heinze,etal.,1995)o

しか し,こ のことは,州 政府が全 く独立 した産業政策を行えることを意味す

るわけではない。特に,ほ とんどの財源的な問題に関 しては・州政府は連邦政

府やEUと 協力 ・協調 しなが ら政策を進めなければな らない。 しかしながら,

NRW州 のように1966年 以来,社 会民主党の単独政権あるいは連立政権が続

いてきた州にとって,キ リス ト教民主同盟 と自由党が多数派である連邦政府 と

の関係は多少困難を伴 うものであった。

NRW州 政府は連邦政府 との長い時間を要する困難な交渉を経て,1968年 に

現実的な産業政策 として評価の高い 「ルール開発計画」を開始 した。1964年 ま

でに発表された同州政府のい くつかの報告書でも,新 規の雇用や所得を創出す

るためには基盤整備事業を強化 し調整する必要があることが明 らかにされてい

た。同計画は,ド イツ連邦共和国における州政府の手による産業構造の転換 プ

ロセスへの初めての介入的な政策 となった。

連邦財源,州 財源,ECか らの財源によって支えられた 「ルール開発計画」を

通 じて,NRW州 政府 は地域 の産業基盤の改善}工 業都市の再開発 職業訓

練 ・研修プログラムの資金調達,石 炭産業や鉄鋼産業以外の新規企業の誘致や

既存企業の拡大に取 り組んだ。同時に,構 造不況業種である石炭産業や鉄鋼産

業の失業対策なども実施 した。同計画の基本的な枠組みは,1970年 代以後の
の

様々な計画の中でも本質的に引き継がれることになった。

1970年 代 におけるNRW州 の産業政策 は,州 内の中小企業の競争力を強化

するために技術革新を促進することをその最重点課題 にして,戦 略的な近代化

によって伝統的な産業の弱点を克服するための取 り組みを始あた。っまり・技

術革新を通 じた中小企業の競争力強化が1970年 代の産業政策の目標 となった。
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1974年 か ら 「鉱業 技術 計 画」(Techn。1。gyProgrammeMining)や 「エ ネル ギ ー

技術 計 画」(TechnologyProgrammeenergy)が 実 施 され,一 方,1978年 に は,

中小 企 業 を支 援 す る ため に 「経 済技術計画」(TechnologyProgramm、eEc。nomy)

が始 め られ た。 現 在 も続 け られ て いる 「経済技術計 画」 は
,国 際競 争 力 を維 持

す る ため に製 品 と製造工程 を革新 す ることによって,中 小 企業 の体 力 を 強化 す

る こ とを意図 している。

1970年 代 末 に な って,石 炭 産 業 や鉄 鋼 産 業 の産 業 遺 産 の保存への取 り組 みや

それ らの産業活動 の結果 と して生 じた環境 ・社会的な問題 に対処す る必要が生

まれ,1979年 に州 政府 の 主催 で 「ル ール 問題 協議会」(theRuhrConference)が

開 催 され た。 同協 議 会 の 目的 は,地 域 に関 連 した す べ ての 問題 を認識 して
,な

す べ き こ と につ い て総 合 的 か っ集 中的 な議論 を始 め るこ とであ った
。 そ こで

は,石 炭 産 業 と鉄鋼 産 業 の状況,労 働 市場 の現 状,道 路 交通 や産 業活 動 に よ っ

て生 み 出 され た環境問題 イ ンナー シティの再 開発 技術 革新の促進 などの問

題が論議 された。

同協議会 が終了 した後,1980年 か ら職業 訓 練,技 術 革 新,イ ンナ ー シテ ィの

再 開発 ・ 文 化 プ ロ ジェク トな どの促進 を 目的 と した 「ルール行動計 画」(the

ActionPr。grammeRuhr)カa開 始 され,NRW州 政府 は1980年 か ら1984年 まで

そ の財 源 の2/3を 負 担 す る こ とにな った。この計 画 とともに
,産 業政 策 関連 の

施 策 と して,J二 場 や炭 鉱跡 地 な どの遊 休 地再 開発事業が行 われた。石炭産業 と

鉄鋼産業の衰退 によ って,ル ール地 域 に は大 規 模 な遊 休 地 が生み出されていた

が・ これ らの土地 は環境汚染がひどいために ほとん ど利用 されていなか
った。

NRW州 政府 は,地 方政府 の手 に よ る未 利用 の遊 休地再開発 を支援す るたあ

に不動産基金 の設 立を行 った。 この事業 は現在 も続 け られているが
,遊 休 地再

開 発 事 業 が始 あ られ た後 で,技 術 問 題 自然 環境 問題 ,汚 染 され た工場跡 地 の

公 害 除去 費 用 などの点で,当 初予想 して い た よ り も問 題 が複雑であ ることが認

識 され るよ うにな った。

「ルール行動計 画」は,1960年 代 の政 策 の基 本 理念 を踏 襲 して いたがa技 術 革

新 の促 進 に よ って産 業 構造 の転換を進 め る必要性 をすべての関係者 が認識 して
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いるか どうか とい う点 に大 きな相違があ った。同計画 によ って,ル ール地域 の

環 境 問題 が改善 され たことは間違 いな く,イ ンナ ー シ テ ィの再 開発 や地 域 の労

働力 の職業訓練が進 め られた ことも事実であるが,産 業構 造 の転 換 とい う点 で

は依 然 と して問題が残 ることにな った。

しか しなが ら,1980年 代 に な って策 定 され た 「ル ール行動計画」は,本 質 的

な点 で1970年 代 まで の産 業 政策 関 連 の計 画 と は違 っていた。1970年 代 に は,

州 政 府 に と って まだ経 済 開 発 を 中央集権的 に計画す ることが 可能 であると考え

られていたが,1980年 代 にな る と,政 策 の重点 は産 業構 造 の転 換 を誘導す るこ

とに移 り,州 政 府 の役 割 もそ の変化 を調 整 し,モ ニ ターす る こ とへ と変 化 して

きた。産業構造 の転換 自体 は上 か らでな く下か ら行 われ なければな らないの

で,す べ て の関係 者 の対 話 が今 日で は重要 な要 因 と考え られ るよ うにな った。

対話 を重視 した協 調的 な産業政府 を進 あ るとい うNRW州 に お け る政 策 上 の

パ ラ ダイ ム転 換 は,こ の よ うな変 化 の 中 で生 まれて きたので ある。

③ 産業政策 のパラダイム転換

1980年 代 末 にな って,ル ー一ル地 域 の基 幹 産業 で あ った石炭産業 と鉄鋼産業 の

状態 はさ らに深刻 にな って きた。NRW州 政 府 は 「石 炭 ・鉄 鋼 地域 の将 来 のた

めの イニ シアチ ブ」(FutureInitiativeforCoalandSteelRegions)を 策 定 し,構

造 不況 地 域 の産業 構 造 の転 換 へ の新たな取 り組 みを始 めた。 そのイニシアチブ

の主 な対象活動領域 は,1)技 術 革新 と技 術 の奨 励,2)労 働 力 の質 的 向上,3)

雇 用 の創 出 と保 護,4)基 盤 の整 備 と近 代 化,5)環 境 問 題 と エ ネル ギー問 題 の

改 善 で あ る(HugginsandThomalla,1995)。

イ ニ シアチ ブの基 本 的 な考 え方 は,そ れ以 前 の計 画 とそ れ ほ ど違 って いる訳

で はなか ったが,決 定 的 な違 い は イ ニ シアチ ブの実施 に当た って地方分権化 を

提案 した ことであ った。 このような政策 の目新 しい点 は,そ れ以 前 の計 画 に色

濃 くあ った厳 格な中央集権的 な雰囲気 を全 く持 たないとい うことであ った。っ

ま り,そ の基 本 的 な理 念 は,既 存 の計 画 の調 整 を行 い整 合性 を持 たせ ることで

ある。NRW州 政 府 は,1987年 か らル ー ル地 域 の再 生 を賭 けて州 の産業政策を
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分 権 化 させ る とい う政 策 に着 手 した。NRW州 で提 起 さ れた産 業 政 策 の分 権 化

は,公 式 に は 「産業 構 造 政策 の分権 化」(decentralizationofstructuralpolicy)と

呼 ば れ て い るが,そ の主 た る 目的 は地域 レベ ル の開発戦略 をまとめ ることであ

る。

産業政策 の分権化 を具体化す るたあに,NRW州 政 府 は州 内 の地 域 を各地 域

の産業 政策の担 い手 とな る15の 地 域(region)に 区分 して
,各 々 の地域 ご とに

政府 機 関,民 間 企 業,大 学 ・研 究所,政 党}労 働 組 合 ,経 営 者 団 体 な どの関 係

団体 に よ って構成 される地域協議会 を設立 した(図3参 照)。 地 域協 議 会 の役 割

は,地 域 開 発計 画 をっ くり,そ れ を全体 の合 意 に よ って推進 させ ることである
。

地域 協議会の関連 した組織 ・団体 の積極的 な参加 によ って作 り出された協調や

対話 を重視 す る産業政策 は,今 日のNRW州 の産 業 政 策 の 主要 な特 徴 とな って

い る(図4,図5参 照)。

NRW州 の産 業 政 策 に見 られ るよ うな協 調や対話 を重視す る州政府段階 にお

ける政策の展開 は,州 レベ ル にお け るコ ー ポ ラテ ィズム(中 間的なコーポラティ

ズム=MesoCorporatism)と して説 明 され て い る
。中 間 的 な コーポラテ ィズムに

関す る事例研究 の巾で は,BW州 の大 企業 に よ る 自治 を重 視 す る コーポラテ ィ

ズムをcorporatecorporatism ,NRW州 の 対話 や合 意形 成 を重 視 した コーポ

ラテ ィズムをstagedcorporatism ,ザ クセ ン州 の東 西 ドイ ッ統一 によ る経済

的危機 への対応 と しての臨時的な コー一ポ ラテ ィズムをCOntingentcorporat -

ismと して 分 析 が 行 わ れ て い る(Heinze&Schmid
,19臨 政 治}こ お け る雅 的

な傾向が拡大 したことと相まって,EUの もとでの統合市場化 はヨーロッパ全

体の規模での自由な投資に対する地域聞の競争を拡大 させておりy投 資を受 け

入れるための政策や制度を準備することができた地域に比較優位性をもたらし

ている。 ドイッでは伝統的に国家 レベルの政治と密接に結合 した州政府が確立

されており,基 盤整備 研究開発,技 術移転などを含む経済開発の分野での州

政府の活動がますます強まっていることが注 目されている(Keating ,1993)。

NRW州 経済技術省の報告書 「地方分権化:NRW州 における産業政策への

新 しいアプローチ」の序文で,GuntherEinert経 済技術大臣は対話 と協調を重
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図3NRW州 の分権的な産業政策のための地域区分

Theregions

1:Arnsberg

2二CentralRuhrValley/Bochum

3:Dortmund/UnnaDistrict/Hamm

4:Hagen

5:Siegen

6:0stwestfalen-Lippe

7:TownsoftheBergischesLand

8:Dusseldorf/CentralLowerRhine

出 典:

NIEDERSACHSEN

9:MulheimanderRnhr/Essen/

Oberhausen(M-E-0)

10:LowerRhine

11:Aachen

12:Bonn

13:Cologne

14:Emscher-Lippe

15:Munsterland

MinistryofEconomicsandTechnologyofNordrhein-Westfalen,1992.
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視 した産 業 政 策 に関 す る新 しい ア プ ローチの論理 にっ いて次 のよ うに述べてい

る・「NRW州 の分 権 的 な産 業 政策 は,対 話 と協 調 の新 しい理念 に基 づ いて作 ら

れている。 …州民,高 等 教 育機 関 ,産 業,労 働 団体,政 治 家 ,公 務 員 の関与 が

な くて は,分 権 的 な産 業 政 策 の実 現 は想 像 もで きないことであ
った。 …分権 的

な産業政策 は髄 転換 に関 わるす べての関係者の一致 し燗 与が な くて は成功

で きなか っただ ろう。社会 市場経済 における州政府 の コ ン トロールの範囲 は限

定 されているために・州政府 だ けの力で持続的 な構造転 換を引 き起 こす ことは

不可能であ る」(MinistryofEconomicsandTechnology
,1992)。

石炭 産 業 や鉄 鋼 産 業 に長 鯛 依 存 して きたルール地域 の構造的な問題 は深刻

であ ったが・州内の他地域 も産業鰹 の悪化 などの問題 碗 えていたので
,時

間 が経 過 す る につ れて,ル ー ル地 域 の特権 的 な地位 に対 す る批判が強ま
って き

た。その結果,「 石炭 ・鉄 鋼地 域 の将 来 の た あ のイニ シアチブ」の対象範囲 がす

べての地域 に拡大 され,1989年 に は州 内 の全 地 域 を対 象 と した総合産業政策で

ある 「NRW州 の全 地 域 の将 来 の ため の イ ニ シアチ ブ」(Futurelniti
ativef。rthe

Regi。nsofNorth-RhineWestphalia)と して実施 され る こ とが決 定 され た
。

1950年 代 に は ル ー ル地 域 の経 済 の80%が 石 炭産 業 や鉄 鋼 産 業 に依 存 してい

た が,1990年 代 にな って その割 合 は30%に まで低 下 した
。産業 構 造 の多様 化 は

NRW州 の長期 的 な戦 略 で あ り,エ ネ ルギ ー,化 学,環 境 保 全,貿 易,サ ー ビス

部 門 な どの売 上 高 の 占 め る割合 も次 第に大 きくな って きた
。今 日では自動車生

産や プラスチ ック加工 もNRW州 繍 の聾 な部 分 を占 め て い る
.こ れ らの産

業 以 外 に も・ デ ュ ッセ ル ドルフの ファッシ ョン産業,金 融 関連 産 業,展 示 ビジ

ネス}ケ ル ンの テ レ ビ関連 な どの情 報 通信産業 ,あ る いは観 光 や芸術 ・文 化 な

ど も経 済の重要 な構成要素 になっている。第三 次産業 にお ける就業者 は労働力

全体の約58%を 占め てお り・これ は ドイ ツ全 体 の平均 をやや上 回
っている割合

であ る。

NRW州 の30年 間近 くに わ た る産 業 政 策 を見 て み ると
,政 策 的 なパ ラ ダ イ

ムの転 換 が あ った ことがよ く分か る
。1968年 の 「ル・一ル開 発計 画」 に代 表 され

る初期の産業政策で は,中 央 集権 的 な計 画 の も とで の経 済開発が考 え られて い
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た.197・ 年代には,石 炭産業や鰯 産業などの伝統的な産業から離れて・産業

政策の重点的な施策 として中小企業の技術革新の促進が取 り上げられるように

なってきた0

1980年 代になるとs技 術革新が引き続 き産業政策の重点 として取 り上げ られ

るとともに,産 業政策の対象地域 としてルール地域以外の地域 も含 まれるよう

になった。一方,州 政府の役割 も見直されて,経 済開発を推進するための政策

は州政府か ら地域に分権化された。逆に,開 発概念の策定やその実施に当たっ

て,地 域の関係団体 を含む必要性が広 く認識 されるようになった。そ して,

1990年 代に入って,産 業政策の分権化が本格的に進あられることになった。産

業政策の分権化の主要な目標の一っは,協 調や地域の主体性を強化することに

よって地域の意思決定の効果を改善す ることである。

産業政策の分権化によって もたらされた州政府にとっての積極的な意義 とし

ては,1)協 調的な環境の改善,2)地 域の主体性の強化・3)地 域段階における

関係者間の接触の増加,4)欄 的な手続 きの確立・5)紛 争の轍 と合意の程

度の増大,6)共 通資源の活::)地 域 レベル1こおける個別政策の統合・8)相

互の政治的な支援,な どが挙げられている(HeinzeandHilbert,1994)。

NRW州 の産業政策は二重の課題 と対決せざるを得ない。 すなわち,近 代化

を推進することがで きなければ,地 域全体の持続的な成長が長期的には危険に

さらされる。一方で,時 代遅れの産業構造を一時的に保存できなければ,社 会

的な結合力は弱 まり,近 代的な経済構造の基盤が解体 して しまう,と いうこと

である。NRW州 の産業政策の歴史にはこのジレンマが常 に反映されている。

州政府の産業政策に対 してはy早 めにスクラップ化されるべきであった産業を

保護 したために多 くの資源が浪費 されて しまったという批判や,産 業政策のあ

る要素 は少なくとも変化を促進するよりも構造的な硬直性 を生み出すことに貢

献 したのではないかという疑問が出されている。 これらの見解に対 して,産 業

政策の擁護者 は,産 業政策関連の様々な施策が段階的かっ進行中の変化にとっ

て重要な推進力を与えたので,余 り大きな社会的な苦難を引き起 こさなかった

のではないかと指摘 している。
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しか しなが ら,こ の よ うな積 極 的 な観 点 とは著 しく違 って
,NRW州 政府 の

.,..的 な政 策 アイ デ アの 中 に は失 望 させ られ るもの もあ る
ことに注意す る必要

があ る。NRW州 の現 状 を考 慮 す る と,州 政府 と州 議 会 は産 業 政 策 の分 権化 に

伴 って権 限や情報 を地 域 に提 供す る必 要 が あ るこ とは明 らか であ る(H
einze

andHilbert,1994)が ,産 業構 造 の転 換 が どの よ うに進 め られたのか という疑 問

について は,第3章 で テ ク ノ ロ ジーセ ンターや技 術移転 に関す る問題 を議論 す

る際 に検討す ることに したい。

(4)地 域 産 業政 策 と産 業 遺 産 の保 存

NRW州 の産 業構 造 の転 換 を検 討 す る上 で忘れて はな らない ことは
,州 政 府

が 産 業政 策 の一 環 と して 主 にルール地域 に存在 している産業遺産 の保存 に熱
J、

に取 り組 ん で いる こ とで あ る。産業遺産の保存 は
,IBAエ ム シ ャ1¥° 一 ク と呼

ば れ る産 業 遺 産 の保 存再 生 に重点 を置いた事業 と閉鎖 された工場 や炭鉱跡地 な

ど を産 業 博物 館 と して残 す事業 によ って進 め られ て い る
。特 に,IBAエ ム

シ ャーパ ー ク事業 の特 徴 は,地 域 の広 域 的 な連 携 と産業 遺 産 など地域 の持っ歴

史 ・文化 を継承 する ことにある。

IBAエ ム シ ャーパ ー クは構 造 的不 況 地 域 であ るル ール地域 の再生 を主 た る

目的に して,NRW州 とエ ッセ ン,ド ル トム ン ト,デ ュイ スブル ク な ど17の 市

が1989年 か ら10年 計 画 で取 り組 ん で きた事 業 であ る
。IBAは 国 際建 築 展 覧 会

(lnternationaleBauausstellung)の 略 称 で,建 築 ・都 市 計 画 の分 野 で そ の時 々の

縫 的なテーマを取 り上 げ・ それをプ・ ジェク トと して恒久展示す るとい う事

業手法 の ことで ある・ エムシャーパ ークの文橡 地域 はルール地域 の北部
,人 工

河 川 で あ る エ ム シ ャー川 を中 心 に東 西 に延 びる約8万 ヘ ク ター ル の丘 陵 地 で

(図6参 照),石 炭 ・鉄鋼 の構 造 的不 況 ,高 失業 率,工 業 化 の結 果 と して の水質 汚

濁 ・土 壌汚染 緑 の破壊 な どの様 々な問題 を抱 えている
。

同事 業 の実質 的 な推 進 役 とな って い る州政 府 の全額 出資会 社 「IBAエ ム

シ ャー一パ ー ク計 画会 社」 は事 業 の基本方針 として
,① 緑 地 公 園 の整備 な ど自然

景観 の復 旧,② エ ム シ ャー川 の 自然 生 態 の 改善 ,③ 運 河 周 辺 を レク リエ ー シ ョ
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ンの場 と して整 備 ④ 伝 統 的建 築 物 を産業文化財 として保存再生 ⑤公園内の

オフィス整備,⑥ エ コ ・ジ ーに配 慮 した住 宅 開 発・⑦福祉 ・文化 ・スポーッ施

設 の整備,な どを掲 げて い る(IBAEmscherPark,1996)・

これ らの方 針 に基 づ い て92近 くの プ ・ ジ ェ ク トカ弍働 られて いるが・産業

遺産の保存再生 に重点を置 いて いるところが旧 本で よ くある 「スクラ ップ'

ア ン ド.ビ ル ド」方 式 と違 う点 で あ る。 かつて ヨーロ ッパ有数 の炭坑であ り,

1974年 に閉 山 した ボ ー フ ム納 の オ ラ ンダ炭鉱跡地 の炭鉱 用巻 き上 げ櫓 は歴

史的建築物 と して そのまま保存 されて,跡 地1こ鍛 され る予 定 の諜 団地 の ラ

ン ドマー クにな っている.ま た一 ユ ネ ン市 の 旧賃金 ホー ル もその一 つで ある・

炭 鉱労 瀦 が給料Rけ 取 る場 所 と して 使 わ れ て きた赤 茶 レンガ造 りの建物

は,内 部が吹き抜け構造の表現犠 様式を伝える髄 な産業遺産で勢 内部

の基本的な部分 を残 しなが ら,会 議 場 に改 造 され るこ とに な っている。

このよ うなIBAエ ム シ ャー一パ ー クの プ ロ ジ ェ ク トに対 しては当初か ら様 々

な批判 があ り現 在 もな くな ってい るわ けで はないが・IBAエ ム シ ャーノぐ一 ク

は古 い工業 地 域 の産業構造転換 に向 けた公共部門主導 の注 目すべ き事例 と して

図6.,エ ム シャーパークの地域範囲

[コIBAエ ムシャー・・一ク地域
市町村の境界線

～ 河川 ・運河

高速道路

出 典:Kilp・ ・andW・ ・d,1995,210頁 ・
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急 速 に認 め られ る よ うに な って きた(KilperandW。 。d
,1995)。

一 方
・ エ ム シ ャ咽 一 クの よ うに限定 した地域 だ けを対象 とす るのでな く

,
ル ー ル繊 全 域 の閉鎖 され た鰍 所 高炉

・織物工場 炭鉱鍛 な ど纏 業博物

館 と して保存 す る事業 も198・ 年代 後 半 か ら別 に実 施 され てお り
,199sま

で に8ヵ 所 の施設 が産 業博 物 館 と して非旨定 され諺 復工 郵 行 われ
て一般 に公

開 されている。

た とえば,ド ル トム ン ト ・ボ ー ビ ングハ ウゼ ンの炭鉱(th
eZ。11ern皿/Ncol-

lie「y)は ・1898年 か ら19・4年 にか けて ゲ ル ゼ ンキ ル
ヘ ン炭 鉱 会社 によ って開

発 された・最先端 の設備 を備えた炭鉱 であ った
.同 炭 鉱 は1966年 に閉鎖 され た

が・ 当時 の建 物 や設 備 はほとん ど完全 なままで残
った.そ の後,'`-rと し

て保存 され る ことが 決定 され諺 復を経 て199・ 年 か ら一 般 に公開 され て い る
。

現 在 も建物 の修復作業が続 け られてい る(写 真参照)
。

この よ うに過 去 の遺 産 を捨 て去 るのではな く
,歴 史 ・文化 の継 承 が新 たな発

駒 土 台であ るとす る考訪 は・IBAエ ム シ ャ咽 一 クや産 業 博 物齢 業 唖

要 な哲学であ る・地域醗 は眠 に支持 され る腰 があ るとい う理念 に基 づし
、

て滴 の顯 轍 壊す るようなや り方 は極力避 けて過 去の
wを 新 た な発展

の基 礎 づ けに す る とい う考え方 は
・歴史的遺産 と開発 との敵 に悩 むわが国 の

まちづ くりや京浜工業地帯 のよ うな醐 発 の腰 な場所 にと
って学 ぶべ きとこ

ろが多 くあ る。

3.NRW州 の 科 学 技 術 政 策 と テ ク ノ ロ ジ ー セ ンタ ー

(1)NRW州 の科 学技 術政 策

ドイ ツの科学 技 術 政策の 目標 の一つ は技術移転を強化す ること
であるカfド

イ ツ は他 の先 進 工業 国 と比較 して・・イテク産業 の育成 に立 ち遅れた
.し か しな

が ら・1980年 代 に な って州 政府 の政 策 的 な主 導 で・・イテ ク蝶 育成 のため
のテ

ク加 ジーセ ンター(テ クノ・ジーパーク)の 鮪 が本 格 的 に始 あ られ た
.輌

ドイ ツのBW州 はハ イ テ ク産 業 の集 積 が進 ん だ地域 であ り
,技 術 移転 や テ ク ノ

ロジー セ ンタ吻 整備 を穂 的に働 て きたが
,テ ク ノ ・ ジ地 ンターの難
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保存される歴史的遺産の事例

TheZollemII/IVColliery

Do詫 欄nd鱒8δvlngha㈱n

η 解8π 鰹'η回 ～ρ粥 ぞ,1》納 顔`ノ'で戦 ノ蘭 ノ置`ノ醜 〃4加 紹19ρOl

TheHenrichshutteironworks

Ha伽gen

!》繊 め群1∬1/1群 薯偬響 θρり`η

出 典:ThyWestphalianIndustrialMuseum



24商 経 論 叢 第33巻 第4号C2Q7)

を もっとも広範囲 に進 めたのはNRW州 で あ った
。

連 邦政 府 か らの補 助 金 が極 めて少 ない ドイ ツで は
,地 域 的 な テ クノ ロ ジ_セ

ンター(イ ノベーシ ョンセンター)の 分 布 が連 邦 制度 の もとでの州 政府
の科学技

術政策を より密接 に反映 した もの となっている
.特 に,NRW,BW,ニ ー ダ ー

ザ クセ ンの各州 で は・ テ ク ノ・ジ磁 ンター1ま科学 技 術 や経 済 を振興 し
,地 域

的 な不 均働 軽 減 と い う地 域 政策 の腰 を達成 す るための政策手段 と して重視

されてい る。その中で もNRW州 とBW州 にお け る科 学 技 術政 策 の展 開 は
,他

の州 と比 べ て注 目す べ き もの であ る
。 しか し,ド イ ツの州政 府 主導 に よ るテ ク

ノ ロ ジーセ ンター事業 は経済成長 や技術競争力 の明 らかな象徴 で もな く
,そ の

地 域 の後 進 性 の明 白 橡 徴 で もない(Sternberg ,1995)と い う点 に は留意 す る必

要 が あ る。

州 政府 の産業政策 蠣 成要素 と しての禾斗学技術政策 は詩 に中小蝶 の基盤

的技術 を強化 す るための 前 グルー プへの支援 を行 って い る
.NRW州 政 府

は汰 学 や研 究 鞭 と中 小nを ネ ッ トワー クす る上 で のセ ンター と し磯 能

す る仲織 関を特 に勧 して産業 に多様 なサー ビスを提供す るような
,科 学 技

術 関 醜 設 の公 的 な基 盤 を創 出す ることで介入 的な アブ ・一チを取 り入れてし、

る。 これ らの仲介機関 や施策の中はNRW州 の技術 革 新 ・科学 技 術 ネ ッ トワー

クの中心勢力で ある4つ の支援 組織 によ って構成 され て いる 【1)産 業 界 にあ る

31の 研究 開 発 セ ンター,2)科 学 技 術 と民 間企 業 の間 の協 力 を促進す るための

技術移轍 フィス・3).,..的 なnを 支援 す る働 の テ ク加 ジーセ ンター
,

4)技 術 や僕 鞠 に関 し縛 門 的 な企 業 間 の協 力を灘 す る科学技徽 関や

関連施策】(HugginsandTh・malla199) 。

科学 技 術 ネ ッ トワー ク に関 す る これ らの4っ の 櫻 な政 策手 段 は
,NRW州

の企業,な かで も製 造 業 の約95%を 構成 し
,技 術 関 連 部 門 の労 働 力 の60%以 上

を 占め て い る中小 企 業 の競 争 力 を維持 し強化 す ることを 目標 としている
。

NRW州 で は・1980年 代 半 ば か ら産業 政 策 の 重要 な戦 略 と してテクノ
ロジ_

セ ン ター事 業 の 支援 に よ るハ イ テ ク産業 の育成 を始 め た
。 テ クノ ロジーセ ン

タ}はNRW州 の技 術革 新 ネ ッ トワー クの重 要 な部分 を構成 してい るので
,タ寸・1
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政府 は科学技術計画の一環 と してテクノロジーセ ンターの設立への支援を行 っ

てい る。 しか しなが ら,す べ て の テ クノ ロ ジーセ ンター事業 は地域の政策主導

によって推進 されなければな らない。 テクノロジーセ ンターは0般 に地域 の商

工会議 所,労 働 組 合,高 等教 育 機 関,研 究 所,銀 行,民 間企 業,地 域 協 議会 な

どが参 加 した共 同事 業 と して設立 され運営 されている。

② テクノロジーセ ンター事業 の動向

テ クノロジーセ ンターの建設 には,中 小 企業 を支援 す るた めの経 済 技術計画

を通 じて財政 的な支援 が行 われ てお り,NRW州 の テ ク ノ ロ ジ ー セ ン ター は

1996年 半 ば まで に計 画 中 の もの も含 めて64ヶ 所 にな った。1994年 まで に完成

した テ ク ノ ロ ジー セ ンターは48ヶ 所 で あ った の で,い か に急 激 に増 加 して い

るのか とい うことが分 かる(表3参 照)。 そ れ らの中 で も,オ ラ ンダ とベ ル ギ ー

の国 境 に近 い歴 史上有 名な都 市アーヘ ンとルール地域 の中心都市 ドル トム ント

の2つ の テ ク ノ ロジー セ ンター は産 業構造転換の シ ンボルと見 られている。

ドル トム ン ト ・テ クノロ ジーセ ンター は1985年 に作 られ た ドイ ツの 中 で

もっ と も古 くか らあるテクノ ロジーセ ンターの一っで,も っ と も成 功 した もの

で あ る とい う評価 を得て いる。1994年 現在,59の 事 業 所 が 立地 し,従 業 員総 数

は879名 で あ る。 同 テ ク ノ ロ ジー セ ン ターは ドル トム ン ト大学 に隣接 した約

150の ハ イテ ク関連 企 業 が進 出 して い る ドル トム ン ト・テクノロジーパ ークの

中 にあ り,そ のパ ー クの 中 に はフ ラ ウ ンホ フ ァー物流研究所 や ロボ ッ ト工学研

究所な どの様 々な研究所 も立地 してい る。 テクノロジーセ ンターは ドル トム ン

ト大学な どの研究施設 と協力す ることによ って科学技術関連 の基盤やサ ー ビス

などを提供 している。

ドル トム ン ト ・テクノロジーセ ンターは技術移転研究所 と して当初設立 され

たが,現 在 で は ソフ トウ ェ ア と コ ン ピ ュー タ工学 の ための重要 な集 積地 であ

る。 同テ クノロジーセ ンターにはイ ンキュベー ター としての機能 よりも,研 究

開 発機 関 と既 存 企 業 の間 の イ ンターフェースとして機能す ることが求 め られて

い る。 ドル トム ン トの研究開発 は毛として コンピュー タ工学,電 気 」二学,機 械
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表3NRW州 のテ ク ノロジーセ ンター(1994年 現 在)

都 市 名

Aachen

Alsdorf

Ascheberg

BadQeynhausen

Baesweiler

Bochum

Bonn

Bottrop

Castrop-Rauxel

Detmold

Dortmund

Duisburg

Eschweiler

Essen

Geilenkirchen

Gelsenkirchen

Gladbeck

Gronau

Hagen

Hamm

Herne

Herten-Westerholt

HerzOgenrath

Huckelhoven

Iserlohn

Iserlohn

iJ田ich

Kevelaer

Kleve

Koln

Korschenbroich

Liidenscheid

Lunen

Marl

Menden

Meschede

Moers

Munster

Oberhausen

Paderharn

Remscheid

Rheine

Schwerte(HTC}

Schwerte(T7)

Siegen-Ueisweid

Solingen

Unna

Wuppertal

ク ノ ロ ジ ー セ ン タ ー

設立 された年または設
見込みの年

事業所数 従業 員

198 56 約415
1991 27 約253
199 8 20

1991 8 52

1990 26 iii

1991 20 168
1984 so 674

1993 } 2
1992 17 74
1993 ㎜-". 3
19$5 59 879
1987 26 310
1989 21 85
198.5 82 71.1
199.3 一一} 一

1994 } 一

1993 一一一-一

灘

器

欝

器

翻

器
欝

膿

畿

器

聯
㎜
器

躍

躍

畿

㎜

21

12

23

18

10

43

20

16

7

16

29

4

26

i7

10

9

28

15

22

15

4

20

17

30

6

出 典Technologie-HandbuchNordrhein-Westfalen ,1995,409頁 。

53

4?

89

約100

417

104

41

57

43

354

15

27

85

126

Q
り

Ω
U

に
り

;
」

Ω
り

Q
ぱ

3

・4

121

93

137

床 面 積

約10,000

ia,aaa

l,250

1,300

x,400

6,:1!約9,000

28,000

2,000

1,35

5,700

21,700

7,5pO

3,756

19,300

1,800

約3,000

4,900

1,894

2,800

正,923

3,UOO

::1

約7,000

6UU

3,400

5,Q80.28

Sao

2,000

5,500

sass

1,363

約3,100

2,600

約1,fiOO

約1,100

2,6QO

14,696

約17,500

2,060

7,goo

1,340

1,350

7,aaa

7,000

6,000

5,000

3,40Q-5,444
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工学,化 学 の分 野 に集 中 して い る。 さ らに,環 境 保 全技 術 や特 殊 素 材 の分 野 で

多 くのプロジェク トが実施 されてい る。 このよ うな研究開発機関の集積 によっ

て,ド ル トム ン トは技 術 的 な共 同研 究,協 力,ネ ッ トワー キ ングな どの点 に関

して ドイ ッで もっとも成功 した地域 の一っ とな ってい る(HugginsandThoma-

11a,1995)0

アー ヘ ン ・テ クノ ロ ジーセ ンター は,ア メ リカの経済 雑 誌 「ビジネ ス ウィー

ク」 によ ってハイテ ク産業育成 による ドイ ッ経済再生 の旗手 として取 り上 げ ら

れ,「 ア ーヘ ンは シ リコ ンバ レーで はないが,そ の政 策 は明 らか に地 域 経 済 を再

活 性化 させ,技 術移 転 を経 済 成 長 のた あ の重 要 な構成要素 に した」 として高 く

評価 されて いる(Schares,1994)。

同 テ ク ノ ロ ジー セ ン ター は1984年6月 に アー ヘ ン工 科 大学 キ ャ ンパ スの古

くな った工場 を改造 した建物か ら始 まった。 アーヘ ン地域で は炭鉱 の閉山 によ

り石炭産 業や関連産業 な どで大量 の失業 が発生 す る ことが懸念 され るよ うに

な った。そ こで,産 業構 造 の転 換 を進 め るた め に は地域 が一体 とな った政策的

な行動 が必要 であるとい う認識 が広 まり,活 発 な投 資 の促 進 を通 じて産 業 構造

の転換を奨励 してい くことが提案 された。 アーヘ ン地域 は,就 業人 口 に 占め る

科 学 者 ・技 術 者 の割合が ドイッで もっとも大 きく,ヨ ー ロ ッパ で も っと も大規

模 な工 科 大学 であるアーヘ ン工科大学,情 報 通 信 関連 企 業 の約400あ る研 究 開

発 セ ン ター な ど も立 地 してお り,科 学 技 術 の集積 が ヨー ロ ッパ で もっとも進 ん

でい る地域 である。

1984年 に創 設 さ れ た ドイ ツで2番 目 に 占 い ア ー ヘ ン ・テ ク ノ ロ ジーセ ン

ターは,「革 新 的 な ア イ デ アを 市場 性 の高 い製品 に転換す る」とい うことをモ ッ

トーに,ア ーヘ ン地 域 の科 学 技術 の集 積 とい う立地上 の条件 を生か して新規企

業の スター トア ップに取 り組 んで きた。 テクノロジーセ ンター事業 を推進 する

た めの マ ネー ジ ャー役 と して設立 され た アーヘ ン技 術革 新 ・技 術 移転協 会

(AGIT)は,ア ーヘ ン商 工 会議 所,ア ーヘ ン市,周 辺4つ の郡,ア ーヘ ン工 科大

学,地 域 の産業 界 代表 な どが株 式 を保有す るアーヘ ン地域の経済 開発公社で あ

る(図7参 照)。 その 中心 的 な機 能 は,ス ター トア ップ企 業 に対 して 広範 な支援
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図7ア ーヘ ン技術革 新 ・技 術移転協 会(AGIT)の 組 織構成

会員協議会

CitycafAachen

AachenDistrict

andWFGofthe

AachenDist童ict

HeinsbergUi4trirl

andWFGofthe

HeinsbergDistrict

Chanber{〕f

Handicrafts
RHEGITe.V. LARc.V.

0203)

Aachenerund

Miinchenee

VersichenmglAG

Savin鼠banks

ofthe

AachenRegiorr

第1部 門 第2部 門 第3部 門
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サー ビスを提供す ることで ある。

AGITは 現在3っ の建 物 の運 営 を行 って い る。 もっとも古い施設 は,ア ー ヘ

ン工 科 大学 キ ャ ンパ ス内 の 古い⊥場 の建物(4500㎡)を 改 造 して作 られ た テ ク ノ

ロ ジー セ ンターで,技 術 主導 型 の企業 の ス ター トア ップを支援 して いる。1993

年 春,ア ー ヘ ン市 内 中心 部 に新 た に テ クノロジーセ ンター ・ヨーロ ッパ プラザ

が完成 した。 これ は前者 の2倍 以 上 の床面 積 を持 つ施 設 で,新 しい 世代 の テ ク

ノロ ジー セ ン ターと呼 ばれ,オ フ ィス スペ ー スだ けで な く,実 験 室 や大 規 模 な

会 議 室 も用 意 されて いる。 同年秋,大 学 病 院 隣 接 地 に医療 テ ク ノ ロ ジーセ ン

ターがオー プンしたが,こ れ は医療 技 術 に関す る研 究 開発 や起業化 を促進 す る

ことを 目的 に設立 された ものである。

科学技術 の集積 とい う優 れた立地条件 を背景 に して,ハ イ テ ク関 連 の新 規事

業 の ス タ ー トア ップは効 果 的 に進 め られて きた。1994年 ま で の10年 間 に,

ア ーヘ ン ・テ ク ノ ロ ジーセ ンタ ーで は80社 以 上 の ハ イ テ ク関連 の新 規 企 業 が

ス ター トして,そ の うち の40社 以上 が既 に ア ー ヘ ン地 域 で一 人 立 ち した企業

と して成功 を納 めて いる。

新規企業がテクノロジーセ ンターに入居す る前に,AGITと 商工 会 議 所 は共

同 で 企 業 の創 設 者 を対 象 に して経営 や資金調達 な どに関す る助 言を行 って い

る。 なお,AGITは3つ の テ ク ノ ロ ジーセ ンターの運 営 を行 ってい るだ けでな

く,中 小企 業 を対 象 に した レーザ ー技術,表 面 加 工技 術,セ ンサ ー技 術,CIM

な どに関 す る技 術 移転 事 業 や地 域 の経済構造 を再生 させ ることを目的 と した技

術主導型 の経済開発事業 など も推進 している。 その運営 は非常 に高 く評価 され

てい るが}テ クノ ロ ジーセ ンター に は弱点 も存在 しているよ うであ る。技術革

新 に関す るネ ットワーキ ングの良 い事例 と見 られてい るが,少 し閉鎖 的 な地 域

特性 の た め に ほ とん どのネ ッ トワーク化 は偏狭 であるとい う評価を受 けて いる

(HugginsandThomalla,1995)o

③ テ ク ノ ロ ジー セ ンター の評価

テ ク ノロジーセ ンターは官民 パー トナー シップの典型的 な事例 と言え るもの
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であ る。テ クノロジーセ ンター とと もにイノベー シ ョンセ ンターは,過 去15年

以 上 の間 多 くの団 体 が関 与 し,ド イ ッ全土 を ほ とん ど含 む技 術 移転 ネ ッ トワー

クの出現 を促進 した。 テ クノ ロジーセ ンター とイノベー ションセ ンターの主要

な機能 は,本 質 的 に地域 に と って固 有 の企業 を対象 に研究機 関や高等教育機関

によ って提供 され る情報 とともに,所 有 す る情 報 の公 開 や移 転 を行 うことであ

る。

ルール大学 のEichenerは rテ ク ノ ロ ジーセ ンター に は次 の よ うな乗数効果

が あると指摘 している(Eichener ,1993)。

1)雇 用 や産 業構 造 の多様 化 に関 す る直接 的な数量効果 というもの は
,地 域 に お

け る全 体 的 な失 業率 と比 較す ると規模的 には中程度であ る
。

2)創 出 され た雇 用 は,一 般 的 に高学 歴 者 を対 象 と した高給 で熟練を要 す るもの

である。 この ことは,有 能 な若 い人材 を地 域 に引 きっ けることがで きるか
,少

な くと も地 域 に定住 させ て頭 脳流 出を防止 で きることを意味す る
。

3)テ クノ ロ ジーセ ンター は,地 域 の産 業構 造 転 換 の 重要 な シ ンボルとな ってお

り・ 地域 イメージを変 え ることに も貢献 してい る。

テクノロジーセ ンターはT研 究 所,革 新 的 な企 業 ,ス ター トア ップ企 業 と経

済 開 発 に関与 した関係者 との間 の安定 的な関係 を組み立てるための具体化 の場

と して機能す るよ うに見え る し,地 域 レベ ル にお け る基 礎研 究 や 応用研究 と生

産 との間の協力を組織化す る手段 も提供 している。一方,研 究上 の専 門 的知 識

を 企 業 の ニ ー ズと結 びっ けるので,技 術 移 転 の プ ロ セ ス を速 あ る こ とがで き

る。

ドイッのテクノロジーセ ンターは,他 の西 ヨー ロ ッパ 諸国 の場 合 と同様に,

連 邦 政 府,州 政 府,地 方政 府 に と って経 済 成 長 や技 術革新 の促進 のための大変

評価 の高 い手段 にな って いる。 テクノロジーセ ンターはその評価 の高 さに も関

わ らず,非 現実 的 な 目機 不 満足 な立地 上 の条件t特 定 分野 の技術 や特 定規 模

の 企業 に対 す る公的な振興策 に関す る政治的 な疑 問のために
,そ の 当初 か ら論

争 の的 にな って きた(Sternberg,1995)。 しか しなが ら,ス ター トア ップセ ンタ_

や イ ノベ ー シ ョ ンセ ン ター を含 めて テクノロジーセ ンターは,知 識 集約 型 ・技
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術集約型 の企業振興 を目標 とす る地域の経済政策 や科学技術政策 に とっての最

初 の政策手段であ ることは間違 いない し,臓 集 約 型 ・技 術 集 約型 のn立 地

に大 きな影 響 を持 って い る こ とも事実であ る(Sternberg,1990a)。 問題 は,そ の

よ うな燃 集 約 型 岐 術 集約 型 の企業振興が政策 目標 として正 しくて も 政策

担 当者が市場 にお ける需要 と供給 を きちん と考慮 に入れて政策形成が行 われて

いたか どうか とい うことで ある。

その ことはNRW州 で は特 に問題 とな る.テ ク ノ・ ジー セ ン ター が地 域 の産

業構造轍 の重要 な シンボルであ って も,表3rNRW州 の テ ク ノロ ジー セ ン

ター」 に明 らか にな ってい るよ うに,多 くの テ ク ノ ・ ジーセ ン ターに とって事

業所誘致や雇用創出 は困難であ ることがよ く分か る。 テクノロジーセ ンターの

鰍.整 備 に は多額 の州財 源 だ けで な く,連 邦 政府 やEU(EC)の 公 的 財源 力§技

入 され て きた が,市 場 の需 要動 向 を きちん と把 握 して公的支援が行われた とは

とて も思 えない内容で ある。

ロボ ッ ト工学,マ イ ク ロエ レク トロニ クス,レ ーザ ー技 術 光電 子,バ イ オ

テ ク ノ ロ ジー,環 境 保 全技 術 な どの科 学 技 術分 野の就業者数 は既 に80万 人 以

上 に な って い る が,ア ー ヘ ンや ドル トム ン トの よ うな成功 したケー スを除 い

て,NRW州 の多 くの テ ク ノ ・ ジー セ ン ター には科学技術分野 の企業か らの需

要が ほ とん ど存在 しな いか,第 一 世 代,第 二 世 代 の テ ナ ン ト企 業 が テ ク ノロ

ジーセ ンターを出てい った後 に続 く入居希望の企業が減少 して きている。

このよ うな点 につ いて,HugginsとThomallaは 余 りに も短 期 間 に余 りに

も多 くの関連 した施策が導入 されたのか どうか・ また長期的 に見て これ らのす

べてのサー ビスのために将来市場が存在す るのか どうかを検討すべ きで あるこ

とを指摘 してい る。 ドル トム ン ト東部 の地域 に は既 に余 りに多 くの テ クノロ

ジ_セ ン タ_が 立地 して お り,サ ー ビスの供 給 過剰 とい う事 態 が生 じている。

それ故,テ クノ ロ ジー セ ンター事 業 とそ の概念 につ いて多面 的に再検討 す るこ

とが今 日で は必要 とな って いる(LatniakandSimonis,1994)。
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4.BW州 の 産 業 政 策 の 動 向

(1)BW州 の産 業 構 造 の特徴

轍 の著 しい繍 成 長によ って非常1こ高 い評 価 綬 けて い るBW州 は
,フ ラ

ンス国 境 に近 い南 西 ドイ ツに位置 してお り
sシ ュ ツ ッッガ ル トが 州 都 で あ る。

人 口(1010万 人)・ 面積 と もに ドイ ツで3翻 に大 きな州 で あ る
.195。 年 代初 め

に労 働 力人 ・の1/4を 占め て い儂 業 部 門 の就 業 人 ・が その後急速 に減少 し
,

1950年 に は14・ 万 人 で あ った製造 業 就 業人 ・が1970年 に は23・ 万 人(就 業人
。

の轍 比55・9%)の ピー クに達 した
・同年 の西 ドイ ツ全体 の製造業就業人 。蠣

成比 は48・9%で あ った・1993年 の統 言fデー タを見 て も
,同 州 の製 造 業就 業 人 。

の構 成 比 は43 .5%でaド イ ツ平 均 の37 .3%よ り もは るか に高 い害恰 で あ る
.ま

た・GDP中 の第2次 産 業 の轍 比 駄 きな害拾 砧 め て いる(表 惨 照)
.他 の

OECD諸 国 と比 較 して み る と・ 躰 を例1外と して,BW州 及 び ドイ ツ全 体 の製

造 業 就 業 人 ・ の轍 比 は平均 を はるかに上 回 って いる ことが よ く分か る(図8

参照)。

BW州 の繍 成 長 に は(ド イツの場合 も同様 に洲 レベ ル の職業訓練 需渡
,研 究

開発 基盤 技 術 移転 機 関・ 労 使 の協力関係,政 策 金 融 機 関 な どの様 々 腰 因 が

醸 な役割 課 た して きた・同州 のユニ業化戦略 の成功 は機械 自動車 電機 .

電 子 な どの産 業 鍾 点 的 に育成 して きた ことに基づ いてお り
,こ れ らの産 業 は

今 で は同 州 の基 幹 産 業 となって いる.こ れ らの蝶 の就 業 人 ・ は195。 年 か ら

1994年 まで に約4倍 に増 加 した(図9参 照)
。

BW州 の失業 率 は これ ま で ドイ ッの平 均失業率 よ りも低 く推移 して きたが
,

繍 の グ・一バ ル化 の も とで国 際 的な水平分業 が進む ことによ って
,現 在 で は

BW州 繍 も失 業 率 の 上昇 や基 幹 産Eこ お け る就 業 人 ・ の減 少 な どの騰
に直

面 するよ うにな って きた(図1・ 参照) .一 方,199・ 年秋 の ドイ ツ統一 後,旧 東 ド

イ ツ地 域 か らの人 ・流 入 が増加 して きてお り
,BW州 の外 国 人労 鯖 の割合 は

1993年 に はす で に人 口 の12 ・7%に 達 して い る こ と もあ って,州 経 済 に と って

新 たな問 題 にな って きてい る。
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表4経 済構造 と就業 構造 の変化(1970-1993年,BW州 と西独)
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図9BW州 の基 幹産業 の就業構 造 の変 化(1950-1994年)

(千 人)

250

200

15U

100

50

0197)

機械産業
一 一一 電機産業

自動一車産業

繊維産業

545658606264666870?2?476788082848688909294

出 典:Stati・tisch・ ・LandesamtB・d・n-Wii・tt・mb・rg1994a
,Lang・R。ih,n195。-1993,p .159,

図10失 業 率 の 変 化(1950-一 一1995年
,EW州 と 西 独)

%}

12

10BW州

西 ドイ ツ

U

5260667076848688

膜:St・ti・tischesLand・ ・amtBad・n・W自 ・tt・mb・ ・g1994・
,L・ng・R,ih。n195。-1993 ,P.83

andStatistischesJahrbuch .



(196) 経済のグローバル化と中間政府の台頭35

図11輸 出率 の変化(1950-1992年,BW州 と西 独)
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人 口240万 人 の シ ュッ ッッガ ル トを 中心 とす る地域 は州内で製造業 の集積 が

もっとも進 んだ地域 であ り,2133あ る製造 業 の事業 所 で約46万 人 が雇 用 され

て い る。 これ はBW州 の製 造業 就 業 人 口の1/3に 当た る人数 で あ る。 同地 域

の製 造 業 には,特 定 産 業 の地 理 的 な集 中 と部 門別 の専門化 とい う特長があ る。

同地域 の産業別 の特徴の一っ は資本財生産の集積 にある。1988年 の製 造 業就 業

人 口全 体 に 占め る資 本財生産 に関連 した就業人 口の割合 は,ド イ ッ全体 が55%

で あ るの に対 して,BW州 全 体 が65.5%,シ ュ ッ ッッガ ル ト地 域 だ けを取 り出

す と78.2%と な って お り,ド イ ツの平 均 よ り もは るか に高 密度な産業集積で あ

る0

そ れ らの 中で,機 械,自 動 車,電 機 ・電 子 な どの産 業 は大変 強 い国際競争力

を持 ってお り,輸 出 市場 で も成 功 を収 あ て い る。BW州 の輸 出率 は過去 数10年

にわ た って ドイ ッの輸 出率 を上 回 って きた(図11参 照)。 特 に,シ ュ ッ ッッガル

ト地 域 の製造 業 輸 出の90%近 くは資 本 財 輸 出で あ り,1994年 の輸 出 率 は工作

機 械 が44.9%,自 動 車 が45%,電 機 ・電 子 が33.4%と な って い る。BW州 経 済

の成功 は これ らの産 業 部 門 の集積 によるところが大 きい。BW州 経 済 の中 に 占

あ る中小 企 業 の集 積 は大 きな ものであ るが,中 小企 業 が必 ず しも経 済 の中心 的
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な役割 礫 た して きたわ けではない(Schmitz
,1992).特 に,シ ュ ツ ッッガ ル ト

地 域 で は グ ・一 バ ル戦 略 の もとで事 業 展 開 を行 って い る大 蝶(Mercedes ,
Bosch,AlcatelSEL ,IBM,Porscheな ど)が 支 配 的 で あ る

。 この点 で,旧 西 ドイ ッ

の他 州 よ り もBW州 に お いて 中ノ1・蝶 が 繍 活 動 に
i一 力 鱒 って い る と仮

定 す る こ とは誤 った見方 である(HeidenreichandKrauss
,1996)。

BW州 のL作 機 械 産 業 は技 術 革新 と優 れ た品質 によ
って高 い評価 を受 けてい

るが・工作鰍 メーカ澗 の柔軟 な協ノ潤 係 樋 じた調整による …一..化 を実 現

した ことが その成 功 の ひ とっの原因 と言われてし・る
.工 作 機械 蝶 にお け るよ

うな蝶 間 の密接 な分業体制 は::業 や電 槻 電 子蝶 に も見 られ るが
,

産 業 別 に か な りの違 いが あ る こ とも事実であ る
.た とえ ば庵 機.電 子 蝶 の

分業 体 制 は大 企 業 によ る組み合 わせが行 われて いる
。

僕 間 の協欄 係 はBW州 の蝶 モ デ ルの 中 心 的 な特 徴 と して評価 され る

傾 向にあるが洲 繍 の成長 と企業間の協欄 係 につ いては様々な議謝 弍提起

されてい ること瑠 意す る必要 があ るだろ う
.特 に,HeidenreichとKrauss

の論 文 の中 で は・ この問 題 につ いて詳細 な検討 を行 い鐘 業離 や蝶 間
の関

係 についての搬 的 な評価 に疑 問を提起 している
.す なわ ち,晒 ドイ ツの他

州 と比 較 してBW州 の競 争 的 な蝶 の 間 に協 力 関 係 が よ り多 く発生 して いる

と考え る根拠 はない(HeidenreichandKrauss
,1996)こ とをキ旨摘 して い る。

BW州 は・熟 練 労 働 協力 的 な産業 関 係滴 度 に発達 した研究開発基盤 地

域産業政策・鋪 機 関 と蝶 間の密接かっ長期的な1縣 な どに よ
って,ド イ ツ

だ けで な くヨー ッパ 叫 で も繍 成長 の雛 役 と見 られて きた
.酬 は研 究

開発 基 盤 を持 って い るだ けで な く・産業の研究開鍛 資 も非常 に大 きい.連 邦

政府 発行 の研究 開 発 報舗 に よれば,BWグ 寸　は ヨmッ パ の中 で研 究 開発 の集

積 度 が も っとも高 く・研究開発関連 の人材力ま最 も多 櫟 まっ馳 域 の_つ で あ

り・ ま た1992年 の人 ・一 人 当 た りの科 学研 究 費 は
,ベ ル リン,ブ レーメ ン,.、

ンブル グの各 市を 除 いて・ 州政 府 の中で もっとも多い ことが明 らかにな ってい

る(BundesberichtF'Lorschung ,1993)。

人 肝 人 当 りの研 究 開発 関連 の就 業人 ・を西 ドイツ全体 と比較 して見 ると
,
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高 等 教 育機 関 や大学 以外 の公設 研 究機 関では目立 った違い はないが,経 済部 門

で はBW州 の集 績 が著 しい(図12参 照)。 ま た,産 業 分 野 別 の研 究 開発 関 連 の就

業 人 口の割合 を見 ると,BW州 で は電 機 産 業 と 自動 車 産 業 で の集績 が大 きい

(図13参 照)。 そ の こと は製 品等 の輸 出割 合 の国 際比較 に も顕著 に現われてい る

が,BW州 のハ イテ ク製 品 の輸 出割 合 は フ ランスやイギ リスと比較 して大 き く

ない ことが分 か る(図14参 照)。

②BW州 にお ける産業 政 策 の動 向

同 州 の科 学技術 に関す る施策 は多 くの注 目を集 めて いるが,そ れ は州 政府 の

科 報 術 政策 の ため であるとい うよりも・多 くの大$}や 研 究 所 な どの高 等 研究

機 関,シ ュ タイ ンバ イ ス財 団(theSteinbeisF・undati・n)な どの科学 技 術 振 興 や

技 術 移 転 に関係 した外部機関が果 た してい る役割のためで ある。同財団 はBW

州 が 中小 企 業 の活 性化 を図 り,州 内大 学 の研究 能 力 や技 術 を移 転す るために設

置 した もので,現 在,同 財 団 は約220あ る技 術移 転 セ ン ター(テ クノロジーセ ン

タ_)の ネ ッ トワー クを通 じて技 術 移転 や科学技術 の振興を進 めてい る(図15

「シュタイ ンバイス財団 と技術移転」参照)。

BW州 の テ ク ノロ ジーセ ンター は工 科 大学 な どの付属機 関 とな ってい るもの

が多 く,こ れ らの セ ン ター を通 じて 工科 大学の教授 たちは中小企業 の専門的知

識 製品,品 質 管理 な どの 開発 に密 接 に協 力す ることがで きる。現在 では ヨー

ロッパ各地 に技術移転のための テクノロジーセ ンターを置 き受託研究 も行 って

いる。 このような施策 に代表 され る地方分権的な技術革新 と技術移転 に関す る

理念 や これ までの政策上 の実践 はBW州 の科 学 技 術 政 策 を理 解 す る上 で 重要

であ る0

BW州 議 会 で は保守 的 な キ リス ト教 民主 同盟(CDU)が 多数 派 で あ るが,技

術 革 新 のた め の政 策 推進 が必 要 であるとの認識 の もとに積極的な科学技術 政策

や産業政策が展開 されている。 ドイ ッの州政府 は科学技術政策 の分野 で連邦政

府 に対す るもっとも強い 自治権 を保有 している(Schmitz,1992)。BW州 の科学

技 術 政 策 は様 々 な組 織 や施 策 によって行われて いる。
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図14ハ イテク製品等の輸出割合の国際比較(1991年)
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州政府 は技術革新を促進するために,① 大学など高等研究機関に対する支援

策,② 技術移転の支援策,③ 人材開発のための教育 と職業訓練への支援策,④

起業家 に対す る財政的な支援策,な どの施策によって基盤づ くりを進 めて き

た。

① 大学など高等研究機関に対す る支援策

BW州 の大学における学術研究は,他 州と同様に科学と工学分野に集中 して

いる。 シュツッツガル トの電子工科大学,カ ールスルー工大学の情報化研究セ

ンター,ウ ルム大学のレーザー技術研究所などでは応用科学が重点的に研究さ

れている。州政府の最近の大学 に対する支援としては,新 素材研究(工 作機械へ

のセラミック利用)や 自動化技術に重点を置いた施策が行われており,応 用科学

の分野における官民協力の推進 も重点とされている。また,科 学都市ウルムの

建設 も官民協力の もとに行われてきた。
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② 技術移転 の支援策

BW州 に お け る技 術 移 転 の支 援 策 は シ ュタイ ンバイス財団を中心 に実施 され

てい るが,同 財 団 以外 に もい くつ か の機 関 が新製 品や新 しい製造工程を導入す

るための様 々な検討段階で技術的な助 言の提供や手配 を行 っている。同財団 に

とって科学技術政策 を戦略的に推進す ることが主要 な任務で あり,科 学技 術 に

関す る 「セ ンター」 と して機能 す るとと もに,州 全 域 にテ クノ ロ ジーセ ンター

を立地 させて起業家へ の助言や専 門的 な援助 を提供 している。

これ らの技術移転 セ ンターのい くつかは工科大学(Fachhochschulen)に 付 属

して お り,地 元 の企 業 と密接 に働 く ことに よ って技術的な問題や関連 した経営

上の問題 に関す る支援 業務 を行 っている。 このような専門的な技術支援 サー ビ

スの分権的 なネ ッ トワークの存在 がBW州 の科 学 技術 政 策 の特 色 で あ る。産業

も資金調達 や技術 移転 に関連 したサ ー ビスの組織 化 に様 々な形で貢献 してい

る。 この よ うな技術移転 へ の支援策 は州内 にあ るカール スルー エ ・テク ノロ

ジーパー クな どの10ヵ 所 の テ ク ノ ロジーパ ー クに も適 用 されている。

③ 人材開発のための教育と職業訓練への支援策

これらの支援策の中で取 り組 まれた製品や生産工程の技術革新を促進するこ

とは,人 材育成の手段で もある。教育 と職業訓練への公的な支援策は科学技術

政策の中心的な部分であり,3工 業大学を含む大学,地 元企業のニーズと密接

に結びっいたカ リキュラムを編成 している工科大学,実 習生のための職業訓練

学校に対する支援が行われている。なお,職 業訓練学校の実習生 は地元の会社

で週3日 働 き,職 業訓練学校で週2日 授業を受けている。教育 と職業訓練に関

す る制度 は ドイッの他州の制度 と基本的に同 じであるが,産 業 との協力がより

密接に行われているのがBW州 の特徴である。

④ 起業家に対す る財政的な支援策

BW州 の科学技術政策はこれまで高い評価を受けてきたが,新 保守主義的な
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立場からの批判にもさらされている。特に,個 別企業に対する支援策が市場経

済の原則に反するとして批判 されている。個別企業に対する支援策 としては
,

起業家のための財政的な支援の提供を計画 した諸施策がある。具体的には,◇

新製品や新規の生産工程の開発,◇ 新 しい技術の実用化,◇ 技術集約型の新規

企業の設立・などが対象 となっている。補助金 は余 り一般的でな く
,主 に助成

信用状が支援策として用いられている。

BW州 の経済成長の要因を検討 してみると,こ こで取 り上げているような明

示的な科学技術政策などが重要な役割を果た していることが分かる
。BW州 の

個別企業に対する科学技術関連の支援策は,1990年 に ドイッ全体の関連支出の

39%(同 年の同州のGDPの 構成比はドイッ全体の16%)を 占あていたし
,そ の他の

科学技術政策関連支出の割合 も人 きかった。

しか し,高 等研究機関への支援策には他州 との際だった違いは見 られない
。

BW州 とNRW州 の支出を比較 してみると,研 究機関の数や種類だけでなく支

出構造の面で も同 じような傾向を示 していることが分かる。そこで,BW州 の

科学技術政策が質的に比較優位にあるかどうかを検討する必要がある。BW州

の科学技術分野を考える上での現状の特徴 としては以下のような点が整理され

ている。

第一一1こ・BW州 の学術研究や高等教育は,ド イツの他州 と比較 して応用科学

を強調 した内容 となっていることである。第二に,BW州 は技術移転の分野で

の数々の施策によってこれまで先駆的な役割を果た してきたことである
。その

一つの事例がフル トベ ンガー ・モデル事業で
,大 学の教員は産業による新技術

の開発などを援助するために一時的に教職を離れることができるようにな
って

いるが,今 日ではほとんどの州で同様の制度が採用 されている
。第三に,州 政

府の合意社会形成プロジェク トのもとで,技 術革新のたあに州内のすべての関

係者の協力体制を確立することが重要であると認識されているが,NRW州 の

場合 と違 ってaBW州 の労働団体 は技術革新の分野にほとんど関与 していない

ことである。最後に,科 学技術政策の推進のたあに,州 政府は行政改革を実施
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し よ う と し た が,様 々 な 条 件 の た め に 断 念 せ ざ る を 得 な か っ た こ と で あ る

(Schmitz,1992)o

5.経 済 の グ ローバ ル化 の も とで の リー ジ ョナ リズムの役割

(1)NRW州 の産業政策に関する評価

ルール地域を擁するNRW州 は,19世 紀の ドイツにおける産業革命以来,石

炭産業 と鉄鋼産業を基盤 として発展 してきた世界で も有数の工業集積地であ

る。 しか し,伝 統的な工業地域であるが故に,産 業構造の転換の中で長期的な

産業の衰退や就業人口の減少 という地域経済の深刻な問題を経験 し,産 業の空

洞化にも1960年 代か ら取 り組んで来た。長い間の リージョナ リズム的な政策

の積み重ねの結果 として,産 業構造の転換に対応するためには,地 域の分権的

な政策形成能力を重視 し,製 造業における基礎的技術の集積や研究開発機能の

強化を図るための政策を推進す る必要があるという認識が生まれた。

技術移転 と職業訓練を強調するという政策は,こ れまで一般的であった伝統

的な政策の枠組みか ら離れて,知 識集約型 ・技術集約型の経済開発戦略をより

強力に推進 しようとする政策理念の変化を象徴 しており,そ のことは科学技術

ネットワークの構築を最重点課題 と考えるNRW州(そ してドイッ全体)の 政策

アプローチの本質を表 している。

30年 近 くに及ぶNRW州 の地域産業政策の発展を検討す ることによって,

産業政策のはっきりしたパラダイム転換が明 らかになっている。特に,1990年

代には産業政策の分権化(regionalizedindustrialpolicy)と 呼ばれている新たな

パ ラダイムの躍進があった。産業政策の分権化のプロセスの中で,州 政府 はそ

の役割をまとめ役や議長役などに制限 して,地 域でどのような政策を採用すべ

きであるのかということについては地域のすべての関係者の話 し合いで決定す

るようにした。 このような協調型 ・対話重視型の産業政策は州政府や様々な関

係者の協力によって大きな共働作用を行 う・∫能性があることを示唆 している。

しか し,テ クノロジーセンター事業に明 らかなように,地 域に政策の決定権

を委任 して しまって広域的かっ総合的な政策調整を怠 った場合には,需 要を伴
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わない施設が乱立して資源や財源が浪費され るという結果を生 じて しまった
。

ここに広域的,総 合的な政策調整機関としての州政府の役割を見直す必要性が

生まれている。

NRW州 のような複雑な経済 ・社会的な条件を抱えた地域で
y仮 に州政府の

政策的なイニシアティブが取 られずに市場の調整作用に任せ られていたな ら

ば,ル ー一ル地域を中心 としたNRW州 の経済的な状態は現状よりもはるかに劣

悪であった可能性が大きいことは間違いない(Bade,1995)。 いずれにしても,

NRW州 の産業政策を中心 とした リージョナ リズムの動 きには産業構造の転換

に直面 した他の地域にとって も学びうるものが多 くある。

(2)BW州 の経済成長と技術移転の成果

BW州 の現状の特徴 は,1980年 代における評価の高い科学技術政策の現実の

姿を理解する上で役 立つ ものであるが,科 学技術政策の中で も研究開発の振興

策などはその施策の成果があったかどうかを評価す るのはまだ時期尚早である

のも事実である。研究開発の評価には10年 以上の時間がかかって
,初 めて成果

があったかどうかが分かることもあるか らである。 しか しなが ら,科 学技術政

策の推進に関する州政府の役割について,BW州 の経験か ら何 も学ぶことがな

いのかと言えばそ うではない。

政策の レトリックと現実に展開された政策の間にかなりの隔たりがあること

はBW州 も例外ではないが,同 州の科学技術政策を通 じて明 らかになった課題

や原則を整理 してお くことは,分 権的な科学技術政策や産業政策を検討する上

で有意義である。

1980年 代の経済政策は市場による調整を重視する新保守主義的な傾向が強

か ったが,ド イッの州政府は新保守主義の余 りに単純な技術革新への処方箋に

対 して公的部門の役割を重視 した政策を提示 して きた。BW州 は2っ の点でこ

のことに重要な影響を与えた。第一は,BW州 政府 は技術革新を州政府の中心

的な政策課題にすることで先頭に立ったということである。第 二は,新 保守主

義的な傾向の強い処方箋を拒絶 したのはキ リス ト教民主同盟によって率いられ
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た政府であったということである。つまり,BW州 は ドイッやヨーロッパの他

の地域 と比べて市場の不完全 さによる悪影響を余 り受けていなか ったが,市 場

経済への単なる信頼だけでは不十分であると判断したのである。

州政府にとって,技 術戦略の立案,新 たな現実的なアプローチの開発,関 連

した機関の業務調整などのできるスタッフが必要であるという認識 はあ った

が,BW州 ではこのような戦略的な役割を州政府の既存あるいは新設の部局の

業務 とするのではな く,外 部のシュタインバイス財団に全面的に委任 した。同

財団 は州政府のために直接働き,か なりの財源を州政府に依存 しているが,技

能組合や商工団体,学 術研究集団,政 党,州 政府などの代表によって構成され

る理事会に報告義務を持つ非政府組織である。なおf理 事会には労働組合の代

表は参加 していない。 ここで重要な点は,技 術革新の促進のためには戦略的な

政策を立案 し実行する能力 とともに,企 業 と密接に働 くことができる分散型の

機関が求められたということである。

BW州 経済の著 しい成長が州政府などの政策によって促進 されたかどうかと

いう点 は,短 い時間で回答が得 られるものではないが,州 政府に技術革新に向

けた積極的な科学技術政策があったということは明 らかである。 しかし,新 保

守主義的な州政府の技術革新戦略だけにBW州 の経済的な成功を帰すること

はで きない。BW州 経済の強 さは本質的にその産業集積 と協調的な競争 にあ

る。BW州 の企業は市場で激 しい競争を展開するが,共 通の具体的な困難(た と

えば品質改善)に 取 り組む際には垂直的な関係あるいは水平的な協力のいずれか

を通 じてお互いに補完 しあうという側面を持 っている。 その結果 として,BW

州の産業には環境への順応や技術革新に対する集合的な能力が備わっている。

Schmitzは 集合的な効率性 という概念(collectiveefficiency)に よって このよう

な経済的な強 さが生 じることを説明 している(Schmitz,1992)。

このように州政府の科学技術政策には市場の中で限界があるにも関わらず,

BW州 の推進 している市場を重視 した政策は経済のグローバル化が進む中での

分権的な科学技術政策や地域産業政策の新たなモデルを検討する上で示唆に富

んでいる。
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(3)わ が国にとって学ぷべき点

バブル崩壊後の不況や急激に進行 した円高のもとで
,京 浜工業地帯を中1、と

する神奈川の産業は新たな困難に直面 してお り,生 産拠点の海外移転や リス ト

ラの動きが活発化 してy産 業の空洞化に対する懸念が高 まっている
。特に神奈

川の場合,裾 野が広 く,周 辺産業への影響力 も大きい自動車や電機の大規模工

場が集中 していることか ら,産 業の空洞化は切実な問題である。

しかし,工 場 立地などの動向に明 らかなように産業の空洞化現象が現れてい

ることは事実であるが,生 産拠点の移転や閉鎖によって県全体の雇用機会が減

少過程 にあるのかどうかは慎重な検討が必要 である。工場 立地の変化 の裏側

で,試 作型工場や研究開発拠点の集積,京 浜工業地帯の活性化への取 り組みな

どの県内製造業の活力維持に向けた動きも進められているか らである
。その辺

のところは・浜銀総研の一連の調査研究などで明 らかにされている
。すなわち,

「人手製造企業は,量 産機能を地方や海外ヘ シフ トす る一方で,県 内工場を試作

開発型工場 研究 ・技術開発拠点へと転換 しつっあり,す でに川崎の多摩川流

域や県央地域を中心にかなりの集積がみ られる。再編が急がれる京浜工業地帯

においても,地 元企業が共同でイ ンフラ整備を進める動きもみ られる」(r変 貌

する神奈川のr場 立地:県 内製造業の 「空洞化」懸念を巡って』,1994年6月6日)。

神奈川県は全国の都道府県の中で,い ち早 く自治体 レベルの産業政策 ・科学

技術政策に戦略的に取 り組んできた県である。そのような全国に先駆 けた政策

展開の巾心 となったのが1978年 に明 らかにされた 「頭脳センター構想」であっ

た。従来の自治体による商工行政 は国の補完業務が中心で,独 自の政策による

ものは少なかった。「頭脳センター構想」は,1975年 に発足 した長洲県政のもと

で,「 自治体を地域の産業資源を調整 し,統 合する産業政策の主体」として確立

するために考案され,同 構想の もとでt総 合産業政策(後 に新産業プランへと発

展)や 科学技術政策,産 業 立地政策などの多岐にわたる政策が展開されること

になった。

「頭脳セ ンター構想」のひとっの特色は,「地方の時代」を実現 し 「日本社会
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のシステム転換」をめざす中で,神 奈川の先端的な産業集積を生か しながら日

本経済の転換を推進 し,新 しい産業構造を神奈川から創 り出してい くという地

域経済確立の課題を実現するために掲 げられた産業構造転換政策であった・ も

うひとっの特色 は,新 しい産業構造 創出を雇用,科 学技術,県 民の福祉などと

結びつけて考えてきたことである.こ のよう}こ,顧 脳センタ構 想」は涯 業

構造転換を押 し進めるための 「科学技術 一産業一雇用」を貫 く一貫 した政策が

必要だという認識のもとに出発 した。

「頭脳センター構想」の基本的性格はy神 奈川の地域 ビジョンであり,こ れを

実現するための産業構造政策であるという点にある。その内容には中小企業対

策や地場産業の育成 という枠 によっては規定できないものが多 く含まれてお

り,技 術集約 ・知識集約型,高 付加価値型への施策方向の転換を象徴 したもの

であった。 このように 「総合産業政策」の策定から 「新産業プラン」に至るま

で,神 奈川の地域 ビジョンとしての 「頭脳センター構想」 は政策 として展開さ

れてきたが,神 奈川は京浜工業地帯 といった臨海部を中心 とした工業地域のイ

メージを払拭 させっっある。しか し,「頭脳センター構想」の目的は,最 大の比

較優位を持っ神奈川の地域資源,す なわち]二業を高度化 し,そ の活力を高ある

ことであった。

「頭脳センター一構想」のもとに進め られてきた神奈川の産業政策 は新たな課

題に直面 してお り,今 日ではその産業政策の見直 しも求められているが,ル ー

ル地域を擁す るNRW州 やBW州 の産業政策上の経験 は京浜工業地帯の将来

を考える上で も極めて示唆に富んでいる。最後に・NRW州 やBW州 の産業政

策から学ぶべき点を整理すると,① 産業政策の分権化,② 研究開発機能の集積

と技術移転(特 に技術移転ネットワークの形成),③ 産業空洞化への対応,④ 高等研

究機関の地域における役割,⑤ 産学共同研究,⑥ 産業遺産の保存,⑦ 環境保全,

などが挙げられるが,神 奈川県にとって地域産業政策を推進 していく上で・今

後友好関係にあるBW州 と並んでNRW州 に関する政策研究や人的交流など

を進める必要があるだろう。 これまでルール地域は,石 炭と鉄鋼 というその産

業構造の特徴のたあに,わ が国の北九州工業地帯 との比較で論 じられる傾向が
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あったが,ド イッ経済 に占めるルール地域 の工業生産の規模 やNRW州 の

GDPな どを考えると,京 浜地区との比較の方が適切であると思われる
。特に,

京浜臨海部の再編 ・整備 という課題をかかえた神奈川県や横浜 ・川崎両市に

とって,産 業空洞化への対応やIBAエ ムシャーパ ーク事業 による産業遺産 の

保存などの経験から学ぶことがとても多い。

6.あ とが き

本稿 は,1996年 夏 に行 った短期在外研究の成果であるが
,本 稿を執i筆す る

きっかけになったのは1993年2月 初めに受 けた電話であ った。神奈川県商工

部の馬場昭男産業政策課長(当 暁 現商工部次長)と ㈱ケイエスピーの久保孝雄

社長か らの翻 で・ ドイツ ・エッセン市で開催 される第2回 躰 ・EC国 際会

議で神奈川県の総合産業政策について報告 してもらいたい旨の依頼を受 けた
。

そ して3月 中旬の同国際会議 ・地域 と産業構造調整分科会(座 長渡辺尚京都大学

経済学部教授)で 報告を行 った(Sato ,1997)。その時にNRW州 の産業政策につい

て初 めて知 ることになったわけであるが,ド イツ側の報告者の話 を聞 くうち

に洪 通の課題に直面 していることカゴだんだんと分かるようにな
ってきた.EU

と日本の間には政治y経 済・文化などの点でかなりの相違があるけれども
,産

業構造の転換 という点では地域政策 には多 くの共通点があることに気がつい

た。その後y在 外研究期間 も含めて ドイッ現地で数回の調査を行 うことになる

とは当時は全 く予想 もしていなか ったが,エ ッセ ンでの国際会議に出席するこ

とがなか ったな らば,こ のような形で ドイッの州政府の産業政策にっいてまと

ある機会はなか ったかもしれない。本稿は ドイッの州政府による産業政策研究

の第一歩であるが,今 後,科 学技術政策や産業遺産の保存などの個別課題にっ

いて も研究を進めていきたいと,思う。

注

1)本 稿 は,神 奈川大学 短期在 外研 究員(X996年6月 下旬 ～同年9月 中旬)と して ド

イ ッ連 邦共和 国 のRuhrUniversityに 滞在 した際 の研究 成果 の一一部 で あ る
。 貴重 な

機会 を与 え て くれ た神奈川 大学 に記 して感謝 したい。ま た,ド イッ滞 在期 間中 に,研
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究 活動 へ の支援 は言 うまで もな く生 活 面で も不 自 由 のな い よ うに支援 して くれ た

RuhrUniversityのPr。f.Dr.R・lfG.Heinze,Dr・V・lkerEichener,Ms.Simone

Mayer,Mr.RudigerPi・rr,University・fKarlsruheのPr・f・Dr・R・lfH・Funckな

どの人 た ちに心 か ら感謝 した い。

2)BraczykとHeidenreichの 論文"Regi・nalG・vernancestructuresinaglobali-

zedworld"に よれば,経 済 の グ ローバル化 の もとで,地 域(regions)は グ ローバ ル

な規 模 で再編成 され るが,そ の プ ロセ スで は中間政 府 や地 方政 府 が取 り組 まな けれ

ばな らな い課題 も変化 して い く。 っ ま り,地 域 革新 の ための政策 は,違 った開発 方

向,技 術 的 な オ プ シ ョン,製 品 の ライ フサ イ クル な どの グ ロー バ ルな 見通 しか ら

様 々な ことを学 んで濯 用,所 得課 税,繍1ヒ な どの地 域政 策 の 目標 を も正 当化 しな

けれ ばな らない。

3)産 業政策 とは,一 般 的 に は政 府 の様 々なI」 活 動 に対 す る介 入 の綴 と範囲 を政

策 と して明 らか にす る もので あ る.上 野裕也 によれば・「糀 産 業 の保護'育 成 講

造 改善,企 業救済 な どを通 じて,経 済 発展 や経 済近 代化 の促 進,産 業 構造 の高度化,

国際競争 力 の強化丁技術 革新 の促進,衰 退 産 業の 再活性 化,雇 用 の確保,地 域 経済 の

均=衡的発 展 な どの経済 ・社 会 目的 を達成 す るた めに,政 府 が個 々の産業 もし くは企

業 の活動 にF渉 し,生 産 物 市場 や生産 要素市 場 に介 入す る政策」(『週刊 東洋経済 臨

時 増 刊 一近 代 経 済学 シ リー ズ』 所 収 の1産 業政 策 の役 割 と限 界」,1984年12月13

日T137頁)と して概念 規定 して い る。一方HeinzeとHilbertの 論文"Decentaliza-

tionNoedsaDrivingForceatltoTop"に よれ ば,ド イ ツにおいて は産 業政策

(industrialp。licy)購 造政策(structuralp・licy)と い う用語 は・繍 開発 を調節

す る様 々な政 策の た めに確 立 された同義語 で あ る。 ドイツにお け る産 業政策 は,伝

統 的 に国家 によ る直接的 な 干渉(例 えば,重 要産 業 や部門 に対 す る国家 に よる助成)

と して理 解 されて きた。一方,構 造政 策 の概念 は,地 域 や産業 部門の基盤 を改善 す る

ための政策 主導,投 資,様 々な活動(例 えば,道 路 や研 究開 発関連 施設 の建 設,特 定

地域 の企業 の投 資への助成)を 指 す もの と して理 解 され てい る。

4)須 郷登 世治,『 独英 日対 訳 ドイ ッ憲法 の解説』,中 央大学 出版 部,1991年,108頁 ～

112頁 。 ドイ ツ連邦共 和国基本 法 のr第7章 連邦 の 立法」で は,連 邦 と州 の 立法 権 限

について次 の よ うに規定 されて い る。

第70条(連 邦 と州 の立法権 限)

① 州 は,こ の基 本法 が連 邦 に 立法 の権 限 を付 与 して いない限度 にお いて・ 立法権 を

有 す る。

②連 邦 と州 の管轄権 の範 囲 は,専 属 的立 法 と競 合 的立法 に関 す るこの基 本法 の規定

に従 って,区 分す る。

第71条(連 邦 の専属 的 立法)

連 邦 の専 属的 立法の領域 において州 がr法 の権限 を有す るの は,連 邦 法律 によ り,
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これ に対 して 明文で授権 され る場合
,及 びその限度 にお いての みで あ る。

第72条(連 邦 の競 合的立 法)

①競 合 的 酷 の領 域 に おいて州 が立 法 の権 限 を有 す るの は漣 邦 が その立法権 を行

使 しない間,及 びそ の限度 にお いてで あ る。

② 省略

第74条(連 邦 の競 合的立 法 の 目録)

⑪経済 法(糠 ・r_,エ ネル ギ ー経済 手工業,営 業滴 業 銀行証 券取 引所,

私法上 の保 険制度)。

5)ル ー ル開 発計 画 の中で 明 らか に され た政策 的 な方針 と して は以Fの よ うな ものが

あ る。

◇鉱 山労働 者 の雇 用安定 と社 会保障 の確保

◇民 間部門 の投 資促 進

◇ 環境 問題 の改 善

◇ ル ール地域 に関す る広 報活動 の拡 大

◇住 宅,道 路 教育,レ ク リエ ー シ ョンな どの分野 にお け る基 盤整備 と近代化

6)HeinzeとSchmidの 論文"lndustrialchangeandMeso -Corporatism"に よれ

ば,伝 統 的 な コ ー ポ ラ テ ィ ズ ム の 概 念 と 中 間 的 な コ ー ポ ラ テ ィ ズ ム(M
eso-

Corporatism)の 概念 を区別 す る3っ の特徴 が あ る
。第一 に,中 間的 な コー ポラテ ィ

ズムで は国 民経済 全体 で はな く,地 域 また は特 定 の経 済部 門 に焦点 が 当て られ て い

る。 第 二に,政 策 の 目標 は生産 の需要 要因 で はな く供給要 因 にあ る
。 その結 果 と し

て,労 働組 合 の関 与 は伝 統 的 な コーポ ラテ ィズムの場 合 よ り も弱 くな る
。第 三に,ガ

バ ナ ンス(統 治)の 方法 の内 で の関係 者 と しての企 業家 の関 与を獲得 した
ことの重

要性 が あ る。 なおr本 稿 で は この よ うな州 レベ ルの中間 的 な コー ポ ラテ ィズムにっ

いて は立 ち入 った言 及 は しな いが,今 後,地 域 ガバナ ンス との関係 で中間 的 な コ_

ポ ラテ ィズムを別途検 討 す る必要 が あ るだろ う
。

7)IBAエ ム シ ャーパ ー クにっ い ての紹 介 はか な りあ るが
,r地 方財 務1994年ll月

号」 の市 川嘉一 「広域 的地域 開発 の新 たな展開:18Aエ ム シ ャーパ ー・クの実験 」 は

IBAエ ム シ 忙 パ ー クを た だ紹 介 して し・るだ けで な く
,わ が国 の地域 開発 にお1ナる

広 域連 携 の 重要性 な どを全圓総 合 開発計 画 の国L政 策 の柱 や京浜 工業地帯 の構造 転

換 な ど との関連 で論 じて い るの で参 考 にな る。 その他 の参 考 文献 と して は
,『 ル..ル

lE業地 域』(w・ デーゲ ,二 宮 書店,1981年),『 ライ ン河 の文 化史』(小 塩節
,講 談 社

学 術文 庫,1991年)な どが ある。

8)同 財 団 はBW州 にお け る科学 技術 振 興 の 中心 的 な組 織 で あ り
,財 団 名 は19世 紀

半 ば に ヴ.a.ル テ ンベ ル グに作 られ た製 造業 と貿 易 の た め の地 域 組織 の創 設 者 で あ

りaBW州 の産業近 代化 の父 と呼 ばれて いるFL .Steinbeisに 由来す る もの であ る。



(180) 経済のグローバル化と中間政府の台頭 51

主 な 参 考 文 献

[1]AachenerGesellschaftfurlnnovationandTechnologietransferMBH,Your

PartnerintheTechnologyRegionAachen,1994.

[2]Bade,Franz-J・sef,・ ・Altelndustrieregi・nenimWandel-Zurwirtschaftlichen

EntwichlungdesRuhrgebietes",Arbeitspapiere139,lnstitutfurRaurnpla-

nung,UniversitatDortmund,Februar1995.

[3]Braczyk,Hans-J・achim,Schienst・ck,Gerd,andSteffensen・Be「nd・``The

RegionofBaden-Wurttemberg:APostFordistSuccessStory?",pp.203-233,in

IndustrialTransformationinEurope:ProcessandContexts,ed.byDittrich,

EckhardJ,Schmidt,Gert,andWhitley,Richard,SagePublications,1995.

[4]Braczyk,Hans-」oachim,andHeidenreich,Martin,"RegionalGovernance

structuresinaglobalizedworld",inRegionallnnovationSystems:TheRoleof

O。vernancesinaGlobalizedW・rld,ed.byBraczyk・H・-J・ ・C・ 。ke・Philip・and

Heidenreich,M.,UCLPress,1996.

[5]BundesministeriumfurBildung,Wissenschaft,ForschungandTechnol-

ogle,ed..1993.BundesberichtForschung1993.

[6]Eichener,Volker,"StructuralProblems,StructuralChangeandStructural

Policy",ApaperpreparedforWorkshoponRegionandRestructuringatthe2nd

EC-JapanConferenceontheFutureoflndustryintheGlobalContext,Essen,

Germany,March15-19,1993.

[7]Heidenreich,Martin,andKrauss,Gerhard,"TheBaden-Wurttembergpro-

ductionandinnovationregion:betweenpastsuccessesandnewchallenges",

inRegionallnnovationSystems:TheRoleofGovernancesinaGlobalizedWorld,

ed.byBraczyk,H.-LC。 ・ke,Philip,andHeidenreich,M・,UCLPress,1996・

[8]Heinze,RolfG.andHilbert,Josef,"DecentralizationNeedsaDrivingForce

atltsTop:AnEvaluationofaRegionalized,CommunicationandConsensus

basedlndustrialP。licyApPr・achinN・rthrhine-Westfalia・Germanゾ ㌧A

PaperpreparedfortheWesternRegionalScienceAssociation's33rdAnnual

MeetinginTucson,Arizona,February23--26,1994.

[9]Heinze,R・lfG,Hilbert,J・sef,N・rdhause-Danz,Jurgen,andRehfeld,Diete「 ・

"lndustrialClustersandtheGovernanceofChange:LessonsfromNorthrhine-

"at

Westphalia",PreparedforaConferenceon"RegionallnnovationSystems

theAka伽isfurTechni々fvlge励s伽tzung"inStuttgart・Oct・berl995・

X10]Heinze,RolfG.andSchmid,Josef,"lndustrialChangeandMeso-

C。rp。ratism=AC・mparativeView・nThreeGermanStates"・D漁s伽sρ α一

pieceausderFakultatfurSozialwissenschaft,Ruhr-Universitat,Bochum,Feb一



52 商 経 論 叢 第33巻 第4号
(ユ79)

ruary1996.

[11]

-Huggins,RobertandThomalla,Reinhard,"PromotinginnovationthroughT
echnologynetw・rksinN・rth-Rhine -Westphalia・

,PP.2・ 畷 ・,inTheRiseof

theRustbelt,ed.byPhilipCooke
,St.Martin'sPress,1995.

[12]lnternati・naleBauausstellungEmscherPark
,伽s吻 踊,1996.

[13]Keating,Michael,"TheContinentalMeso:Regionsinth
eEuropeanCom-

munity",pp.296-311 ,inTheRiseofMesoGovernmentinEurope
,ed.byL.J.

Sharpe,SagePublications
,1993.

[14]Kilper・Ileider・se ・andW・ ・d,Gerald,・RestructuringP。liciesltheEmscher

ParklnternationalBuildingExhibition"
,pp.208-231,inTheRaseofthe

Rustbelt,ed.byPhilipCooke
,St.Martin'sPress,1995 .

[15]Latniak,Erich,andSimonis
,Georg,"SociallyOrientedTechnologyPolicy

inGermany:ExperiencesofaNorthRhine -WestphalianProgramme"
,inT

e伽 囎P吻 踊 αア4sα η 伽9繍 呵S・c珈 π4石c噸
calC。ncerns,

pp.223-247,ed.byGeorgAichholzerandGerdSchienstock
,WalterdeGru-

yter,1994.

[16]Ministry・fEc・n・micsandTechn・1・gy
,N・rdrhein-Westfalen ,Te伽 。1。9毎

伽 励uchNvrdrhein-Westfalen
,Januaryl995.

[17〕Ministry・fEc・n・micsandTechn・1・gy
,N・rdrh伽Westfalen,NorthRhine-

Wゆ 励 α 鋤 切 聯 ¢α〃 π伽alMarked・Masterin
gStructural伽gewith

thehelpofCommunityPrograms
,November1994.

[18]Ministry・fEc・ …icsandTechn・1・gy・fN・rdrhein .Westfalen
,ノ。,」ahre

Te伽1・giezen伽inNord吻in 一肱 加 伽'sineZwischenbil
anz,N。vember

1993.

[19]Ministry・fEc・n・micsandTechn・1・gy・fN・rdrhein -Westfalen
,・..r。nali.

z伽n:NewAp伽c鮒 ・S〃 ㍑伽ralPolicyinNordrhein -Westfa伽
,December

1992.

[24]Rehfeld,Dieter,"DisintegrationandReintegrationofP
roductiondusters

intheRuhrArea"ApaperpresentedattheC・ 吻ence
・nR蜘'嫌 α4召7

1ndustrialRegions ,Cardiff,September1993.

[21]Sato,Koji,"RegionalelndustriepolitikinJapan:DieRollederPraf
ekturen

beide「UnterstUtzungwissens-undtechn・1・gieintnsive
rlndustrien・,PP .143

163・in晦 ・πα嬉 吻ni勲 聯 ・鰍'伽 ・naleandi
nter励 。nalePerspe々.

tiuen,ed.byUdoBaumannandRolfG
.Heinze,Leske+Budrich ,1997.

[22]Scharer,GailEdmondson
,"SpotlightonAachen:HighTechgotAachenoff

theCriticalList" ,BusinessWeek,March7,1994 ,p.4.



(178)
経済のグローバル化 と中間政府の台頭 53

[23]Schmitz,Hubert,"lndustrialdistricts:ModelandrealityinBaden-

WUrttemberg,Germany・ ・,PP.87-121,inlndustrialdistrictsandl・calEconomic

regeneration,ed.byPyke,Frank,andSengenberger,Werner,lnternational

instituteforLabourStudies,1992.

[24]Sharpe,L.J.,・TheEur・peanMes・ ・AnApPraisal"・PP・1-39,inTheRiseof

MesoGovernmentinEurope,ed.byL.J.Sharpe,SagePublications,1993.

[25]Sternberg,R。lf,・ ・Assessment・fInn・vati・nCenters:Meth・d・1・gicalAsp-

ectsandEmpiricalEvidencefr・mWesternandEasternGermany"・E脚 伽 η

PlanningStudies,Vol.3,No.1,1995,pp.85-97.

[26]Sternberg,Rolf,"ThelmpactoflnnovationCentersonSmallTechnology-

BasedFirms:TheExampleoftheFederalRepublicofGermany",Small

BusinessEconomics2,1990x,pp.105-118.

[27]Sternberg,Rolf,"lnnovationcentersinWestGermany:Transferringtech-

nologyfromuniversitiestoenterprises",lndustryandHigherEducation,

March1990b,pp.23-29.

[28]Sternberg,Rolf,"lnnovationcentersandtheirimportanceforthegrowthof

newtechnology-basedfirms:experiencegainedfromtheFederalRepublicof

Germany",Technovation9,1989,pp.fi81-fi94.


	kana-8-14-4-0005 53
	kana-8-14-4-0005 52
	kana-8-14-4-0005 51
	kana-8-14-4-0005 50
	kana-8-14-4-0005 49
	kana-8-14-4-0005 48
	kana-8-14-4-0005 47
	kana-8-14-4-0005 46
	kana-8-14-4-0005 45
	kana-8-14-4-0005 44
	kana-8-14-4-0005 43
	kana-8-14-4-0005 42
	kana-8-14-4-0005 41
	kana-8-14-4-0005 40
	kana-8-14-4-0005 39
	kana-8-14-4-0005 38
	kana-8-14-4-0005 37
	kana-8-14-4-0005 36
	kana-8-14-4-0005 35
	kana-8-14-4-0005 34
	kana-8-14-4-0005 33
	kana-8-14-4-0005 32
	kana-8-14-4-0005 31
	kana-8-14-4-0005 30
	kana-8-14-4-0005 29
	kana-8-14-4-0005 28
	kana-8-14-4-0005 27
	kana-8-14-4-0005 26
	kana-8-14-4-0005 25
	kana-8-14-4-0005 24
	kana-8-14-4-0005 23
	kana-8-14-4-0005 22
	kana-8-14-4-0005 21
	kana-8-14-4-0005 20
	kana-8-14-4-0005 1
	kana-8-14-4-0005 18
	kana-8-14-4-0005 17
	kana-8-14-4-0005 19
	kana-8-14-4-0005 16
	kana-8-14-4-0005 15
	kana-8-14-4-0005 14
	kana-8-14-4-0005 13
	kana-8-14-4-0005 12
	kana-8-14-4-0005 11
	kana-8-14-4-0005 10
	kana-8-14-4-0005 9
	kana-8-14-4-0005 8
	kana-8-14-4-0005 7
	kana-8-14-4-0005 6
	kana-8-14-4-0005 5
	kana-8-14-4-0005 4
	kana-8-14-4-0005 3
	kana-8-14-4-0005 2



